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（複数課題プログラムの目的等） 

プログラム名 ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業 

上位施策名 
〇安心と成長の未来を拓く総合経済対策（令和元年 12月 5日閣議決定） 

〇半導体・デジタル産業戦略（令和 3年 6月策定） 

担 当 課 室 商務情報政策局 情報産業課 

目   的 

第４世代移動通信システム（４Ｇ）と比べてより高度な第５世代移動通信シス

テム（５Ｇ）は、現在各国で商用サービスが始まりつつあるが、さらに超低遅延

や多数同時接続といった機能が強化された５Ｇ（以下、「ポスト５Ｇ」）は、今

後、工場や自動車といった多様な産業用途への活用が見込まれており、我が国の

競争力の核となり得る技術と期待される。 

ポスト５Ｇに対応した情報通信システム（以下、「ポスト５Ｇ情報通信システ

ム」）の中核となる技術を開発することで、我が国のポスト５Ｇ情報通信システ

ムの開発・製造基盤強化を目指す。 

具体的には、ポスト５Ｇ情報通信システムや当該システムで用いられる半導体

等の関連技術を開発するとともに、ポスト５Ｇで必要となる先端的な半導体を将

来的に国内で製造できる技術を確保するため、先端半導体の製造技術の開発に取

り組む。 

類   型 複数課題プログラム / 研究開発課題（プロジェクト） / 研究資金制度 

実 施 時 期 2020年度～終了未定 

評 価 時 期 事前評価：2019年度、2021年度 中間評価：2022年度 終了時評価：未定 

執 行 額 

(百万円) 

2020年度 2021年度 
2022年度 

（見込み） 

総執行額 

（2020年度～ 

2022 年度見込み） 

総予算額 

(2020年度～

終了) 

15,212 42,890 128,651 186,753 

200,000 

（管理費含む） 

※令和 2年度補

正予算まで 
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１．本事業の政策的位置付け/背景 

（１）本プログラムの政策的な位置付け 

我が国は、普及が始まりつつあるモバイル用途の「大容量通信」を可能とする５Ｇ情報通信シス

テムの供給では、海外勢の後塵を拝している状況。 

一方で、「超低遅延」及び「多数同時接続」の機能が加わることにより、産業用途への活用開

始・拡大が見込まれる。このようなポスト５Ｇ情報通信システムを海外勢に押さえられると、「自

動車」や「工場」といった日本経済の付加価値創出の源泉であるものづくりを他国に依存すること

になる。特に、特定国に押さえられると、経済安全保障上の問題にも繋がり得る。 

また、情報通信システムにおいて、付加価値・セキュリティ上、特に半導体が重要な役割を担う

中、我が国は、ポスト５Ｇで必要となる先端半導体の製造に関して、現在国内に製造能力を有して

おらず、セキュリティ確保等の観点から脆弱な状況。こうした状況が続けば、現在競争力を有する

材料や製造装置の産業基盤も海外に移転していく恐れがある。 

このような状況を踏まえて、ポスト５Ｇ情報通信システムの開発及び当該システムに用いる先端

半導体製造技術の開発を実施し、ポスト５Ｇ情報通信システムを国内で製造出来る体制を確保す

る。 

 

（２）本プログラムの立案に至った背景、経緯（前身事業との関係等） 

平成３０年１０月２９日に開催された第３２回未来投資会議において、以下のような見解が示さ

れた。 

 

移動通信システムは、３０年間で第１世代から第４世代へと進化してきたが、今般、より高度

な第５世代移動通信システム（５Ｇ）が登場した。今後、さらに多数同時接続や超低遅延といっ

た機能が強化された５Ｇ（ポスト５Ｇ）は、工場や自動車といった産業用途への拡大が見込まれ

る。広範な産業用途に用いられるポスト５Ｇの情報通信システムやそこで用いられる半導体は、

自動工場や自動運転といった我が国産業の競争力の核となり得る技術である。通信基地局市場の

世界シェアは、海外トップ３社で世界の８割を占めているが、日本国内にもメーカーが残ってい

る。一方で、ポスト５Ｇで必要となる先端半導体の製造能力は、海外のみにあり、日本には存在

しない状況にある。 

 

上記の見解を踏まえ、令和元年１２月５日に閣議決定された「安心と成長の未来を拓く総合経済

対策」において、我が国の競争力の核となる技術であるポスト５Ｇの情報通信システムやそこで用

いられる半導体の開発及び先端半導体の製造技術の開発を国家プロジェクトとして官民を挙げて推

進することとされ、これらの開発を行う「ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業」が

令和元年度補正予算案（国会審議を経て、令和２年１月３０日に成立）に盛り込まれた。 

 

（３）本プログラムの事業アウトカムと関連性のある省内外事業との関係 

５Ｇを対象とする研究開発事業としては、総務省が実施している「５Ｇの普及・展開のための基

盤技術に関する研究開発」や「第５世代移動通信システムの更なる高度化に向けた研究開発」が挙
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げられるが、前者は主に現在の５Ｇサービスの普及・展開に向けた無線技術の開発、後者は主にミ

リ波帯の活用に向けた無線技術の開発を行うものである。 

これに対して、本事業は、現在の５Ｇと比べて更に超低遅延や多数同時接続といった機能が強化

され、多様な産業用途への活用が見込まれるポスト５Ｇに向けて、無線技術のみならず、光伝送技

術やコアネットワークの制御技術、また、情報通信システムを支える基盤である先端半導体の製造

技術などの開発に取り組むものである。 

また、半導体製造技術の開発については、ＮＥＤＯの「省エネエレクトロニクスの製造基盤強化

に向けた技術開発事業」や文部科学省の「次世代 X-nics半導体創生拠点形成事業」が挙げられる

が、前者はパワー半導体及び半導体製造装置に関する技術開発、後者は人材育成の中核的なアカデ

ミア拠点形成を目指すものである。 

これに対して、本事業は、パワー半導体は対象としておらず、先端半導体の製造プロセス技術や

材料技術の開発やパイロットラインの構築に取り組んでいる。 

 

２．当省（国）が実施することの必要性 

本事業は、ポスト５Ｇが我が国の今後の競争力の核となり得る技術であるにも拘わらず、現在の

情報通信システム市場におけるシェアのほとんどを少数の海外企業が占めていること、また、先端

半導体がポスト５Ｇ情報通信システムにおいて極めて重要な役割を担うにも拘わらず、その製造能

力を少数の海外企業のみが保有していること等から、市場規模のみならず、供給安定性等の観点も

踏まえて、立ち上げられたものである。 

情報通信分野における研究開発には極めて多額の研究開発費が必要であること、情報通信システ

ム市場における日本企業のシェアは現時点で非常に低いこと（例えば、基地局市場における日本企

業のシェアは、２０１８年時点で約１．５％）、先端半導体の製造技術の開発は難易度が極めて高

く、現時点で同技術を保有している企業は国内にいないこと等の状況を踏まえると、民間企業のみ

では十分な研究開発を実施することは困難であり、国が関与する形で研究開発に取り組むことが必

要不可欠である。 

 

 

３．複数課題プログラムの内容 

本事業は以下の 3つの研究開発項目からなる。 

研究開発項目① ポスト 5G 情報通信システムの開発 

研究開発項目② 先端半導体製造技術の開発 

研究開発項目③ 先導研究 

このうち、研究開発項目③先導研究は、ポスト５Ｇでは実用化に至らない可能性があるものの、

ポスト５Ｇの後半から５Ｇの次の通信世代（以下、「ポスト５Ｇ後半以降」）にかけて有望と考えら

れる技術課題について、先導的な研究開発に取り組むものであり、技術的には研究開発項目①また

は②に関係するものである。そのため、本評価用資料においては、研究開発項目③のうち研究開発

項目①に関するものは①、研究開発項目②に関するものは②それぞれの項目の中で記載する。 

 

研究開発の内容については、第 2章にて記載する。 
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図 事業イメージ 

 

４．複数課題プログラムの実施・マネジメント体制等 

（１）プログラムの計画 

ＮＥＤＯにおいて研究開発基金を造成した上で、公募を行い、採択テーマを決定した上で、上記

「①ポスト５Ｇ情報通信システムの開発」及び「②先端半導体製造技術の開発」を実施する。 

 

◆研究開発成果の普及を促すための取組 

社会への研究開発成果の普及を強く促すため、以下の取組を実施する。 

＜ユーザーのニーズ把握＞ 

研究開発の開始時点から、研究開発成果を利用するユーザーとの意見交換を行うとともに、

ユーザーによる試作品の評価（利用サービスの提供を含む。）を積極的に実施することによ

り、研究開発期間全体を通じて、ユーザーのニーズ（技術面、コスト面 等）を適切に把握す

る。当該ニーズを踏まえ、必要に応じて、研究開発内容を柔軟に見直すことにより、研究開発

の方向性を最適化する。 

 

＜研究開発期間中の製品化＞ 

ユーザーによる試作品の評価等を通じて、研究開発期間中に製品化の見込みが得られたもの

については、研究開発期間中であっても研究開発の内容から一部を切り出し、早期の製品化に

取り組む。 
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＜民間企業等による市場展開を促す仕組み＞ 

研究開発項目①のうち一部の開発テーマについては、実施者に対して市場展開を強く促す観

点から、研究開発費返還制度を適用する（詳細は別添の研究開発計画を参照）。 

 

◆研究開発計画の改定及び本中間評価の対象テーマ 

本事業では研究開発計画を以下の通り策定・改定している。 

 

・研究開発計画の策定・見直しの履歴 

⓪２０２０年４月１３日 策定 

①２０２０年８月６日 改定（先導研究の開発テーマの設定） 

②２０２１年１月７日 改定（先端半導体製造技術の開発テーマの設定） 

③２０２１年２月４日 改定（ポスト５Ｇ情報通信システムの開発、先端半導体製造技術の開

発、先導研究の開発テーマの設定） 

④２０２１年３月９日 改定（収益納付額の計算方法の追記） 

⑤２０２１年６月３０日 改定（ポスト５Ｇ情報通信システムの開発テーマの設定） 

⑥２０２２年４月２２日 改定（ポスト５Ｇ情報通信システムの開発、先端半導体製造技術の開

発テーマの設定） 

⑦２０２２年８月３１日 改定（先端半導体製造技術の開発テーマの設定） 

⑧２０２２年１０月２８日 改定（ポスト５Ｇ情報通信システムの開発、先端半導体製造技術の

開発テーマの設定） 

 

なお、本事業は上記のように随時研究開発計画を改定し追加の公募を行っているため、テーマご

とに研究開発開始及び終了の時期が異なっている。開始後間もないテーマや公募審査中のテーマの

事業進捗の評価は困難であるため、今回の中間評価においては、⑤2021年 6 月 30日までに公募を

開始したテーマを評価対象とする。具体的な評価対象テーマは、第 2章にて記載する。 

 

◆研究開発計画の改定の方法 

経済産業省商務情報政策局が事務局となって 2021年以降開催している「半導体・デジタル産業戦

略検討会議」やその他産業界及び学術会の有識者との意見交換等を通して、本事業の趣旨・目的を

鑑み必要となる研究開発テーマの開発対象・開発目標・開発期間・開発予算等について、経済産業省

にて検討を行い、研究開発計画改定案を作成する。作成した研究開発計画改定案について、複数の

外部有識者にその妥当性について確認及び助言を得た上で、研究開発計画の改定及び公募を実施し

ている。妥当性確認を行う外部有識者は、設定する研究開発テーマに応じて、当該外部有識者の専

門性等を鑑み、都度依頼を行っている。 

 

＜半導体・デジタル産業戦略検討会議＞ 

〇開催実績 

第１回（2021年 3月 24日） 半導体 

第２回（2021年 4月 27日） デジタルインフラ整備 
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第３回（2021年 5月 19日） デジタル産業 

第４回（2021年 11月 15日） 半導体戦略の進捗と今後、デジタル産業政策の新機軸 

第５回（2022年 4月 14日） デジタル産業基盤のサプライチェーン強靱化に向けて 

第６回（2022年 7月 20日） 次世代の情報処理基盤の構築に向けて 

 

〇メンバー（第１回会議の出席者。役職等は当時。） 

＜座長＞ 

東 哲郎  TIA 運営最高会議 議長 

＜有識者＞ 

五神 真  東京大学 総長 

鈴木 一人 東京大学公共政策大学院 教授 

橋本 和仁 物質・材料研究機構 理事長 

森川 博之 東京大学大学院工学系研究科 教授 

若林 秀樹 東京理科大学大学院経営学研究科 教授 

＜産業界＞ 

加藤 良文 株式会社デンソー 経営役員・CTO 

澤田 純  日本電信電話株式会社 代表取締役社長 

時田 隆仁 富士通株式会社 代表取締役社長 

西川 徹  株式会社 Preferred Networks 代表取締役 CEO 

森田 隆之 日本電気株式会社 代表取締役 執行役員副社長 

山田 善久 楽天モバイル株式会社 代表取締役社長 

 

 

（２）プログラムの実施・マネジメント体制 

以下のような役割分担・体制で事業を実施する。 

なお、ＮＥＤＯは研究開発マネジメント機関として、情報通信システム及び半導体技術において

も研究開発マネジメントの豊富な経験を有している。 

 

○経済産業省：研究開発の方針決定等 

・政府方針、有識者へのヒアリング、独自調査等に基づく研究開発計画の策定（開発の進捗 

や市場動向等踏まえ、必要な場合には計画を見直し） 

・一次採択審査の実施、ＮＥＤＯによる二次採択審査結果の承認 

・事業を円滑に進める観点から、必要に応じてＮＥＤＯや実施者に指示 等 

 

○ＮＥＤＯ：研究開発の進捗管理等 

・研究開発基金の造成・管理 

・公募による開発テーマの採択（採択審査のうち、一次採択審査は経済産業省が実施。ＮＥＤ

Ｏは二次採択審査を実施し、その結果について経済産業省の承認を受けた上で採択を決定） 

・契約締結・助成金交付 
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・各開発テーマの進捗管理（技術推進委員会の開催を含む） 等 

 

○事業者：研究開発の実施 

・実用化を見据えた研究開発の実施 

・研究開発成果の実用化と社会実装 等 

 

 

 

（３）知財や研究開発データの取扱いについての戦略及びルール 

本事業の成果に依る知的財産や研究開発データの取り扱いについては、経済産業省が定める「委

託研究開発における知的財産マネジメントに関する運用ガイドライン」及びその別冊である「委託

研究開発におけるデータマネジメントに関する運用ガイドライン」に従うことを原則する。 

ＮＥＤＯが委託を行って実施する開発テーマについては、開発テーマ又は開発テーマを構成する

研究項目ごとに知財委員会を委託先に設置し、知財委員会において、研究開発成果に関する論文発

表及び特許等（以下「知財権」という。）の出願・維持等の方針決定等のほか、必要に応じて、知

財権の実施許諾に関する調整等がなされるよう、ＮＥＤＯが助言・指導を行う。 

 

 

（４）広報 

ＮＥＤＯは、シンポジウムの開催等を通じて、本事業の研究開発成果の普及に向けた広報に取り

組む。これまで行った主なシンポジウムや広報活動は以下のとおり。（役職等は当時。敬称略。） 

 

○CEATEC 2020 ONLINEオンラインセミナー 

開催日：2020年 10月 23日 

テーマ：「ポスト５Ｇが切り開く未来」 

主催：ＮＥＤＯ 
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プログラム： 

  開会挨拶およびプロジェクト概要説明 今井 淨（ＮＥＤＯ理事） 

  基調講演「ポスト５Ｇへの向き合い方」 

森川 博之 （国立大学法人東京大学 教授） 

  講演①「完全仮想化モバイルネットワークによる楽天のグローバル戦略」 

   内田 信行 （楽天モバイル株式会社 執行役員） 

  講演②「ポスト５Ｇに向けたＮＥＣの展望について」 

河村 厚男 （日本電気株式会社 執行役員常務） 

  講演③「富士通の目指す 2030年のネットワーク」 

   水野 晋吾 （富士通株式会社 執行役員常務） 

  パネルディスカッション 

  モデレーター：森川教授 パネリスト：講演者 ３名 

 

○新産業技術促進検討会シンポジウム「ポスト５Ｇが切り開く未来」 

開催日：2021年 9月 29日 

主催：モノづくり日本会議、ＮＥＤＯ 

プログラム： 

 開会挨拶 今井 淨（ＮＥＤＯ理事） 

 ポスト５Ｇ事業紹介 林 勇樹（ＮＥＤＯポスト５Ｇプロジェクト推進室長） 

 研究開発テーマ紹介（情報通信システム） 

  ・日本電気株式会社、富士通株式会社、NTTエレクトロニクス株式会社、住友電工デバイ

ス・イノベーション株式会社、楽天モバイル株式会社、株式会社東芝 

 パネルディスカッション 

  モデレーター： 

   ・関口 和一（株式会社 MM総研 代表取締役所長） 

  パネリスト： 

   ・中尾 彰宏（国立大学法人東京大学 大学院工学系研究科 教授） 

   ・中野 浩二（経済産業省 商務情報政策局 情報産業課 高度情報通信技術産業戦略室長） 

   ・長谷川 史樹（５Ｇ利活用型社会デザイン推進コンソーシアム 運営委員長 

三菱電機株式会社 開発本部 通信システムエンジニアリングセンター 

担当部長) 

 

○先端半導体製造技術つくば拠点 オープニングシンポジウム 

開催日：2021年 10月 28日 

主催：経済産業省、ＮＥＤＯ、産総研、TIA 

プログラム： 

開会挨拶 野原 諭（経済産業省 商務情報政策局局長） 

プロジェクト説明 “ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業紹介”西村 知泰（Ｎ

ＥＤＯ 理事） 
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プロジェクト説明 “産総研における先端半導体製造技術開発(ＮＥＤＯ・ポスト５Ｇ事業)の紹

介” 安田 哲二（国立研究開発法人産業技術総合研究所 エレクトロニ

クス・製造領域長） 

パネルディスカッション 

”ポスト５Ｇプロジェクトによる TIAを舞台にした半導体再興への挑戦” 

モデレーター： 

・金山 敏彦（国立研究開発法人産業技術総合研究所 特別顧問） 

パネリスト： 

・荻野 洋平（経済産業省 商務情報政策局 情報産業課 デバイス・半導体戦略室 

長） 

・吉元 拓郎（文部科学省 研究開発局 環境エネルギー課 課長補佐） 

・金丸 正剛（国立研究開発法人産業技術総合研究所 上級執行役員／TIA推進センタ

ー長） 

・立岩 健二（タワーパートナーズセミコンダクター株式会社(TPSCo) プロセステクノ

ロジーセンター(PTC) 開発戦略部 部長） 

・丹羽 正昭（先端システム技術研究組合(RaaS)) 

 

○CEATEC2021 ONLINE 出展 

開催日：2021年 10月 19日～10月 22日（オンライン開催期間） 

主催：一般社団法人電子情報技術産業協会 

展示内容：ＮＥＤＯバーチャル展示ブースにポスト５Ｇ事業から 2件出展 

・テーマ：完全仮想化・クラウドネイティブなポスト５Ｇネットワークシステム 

出展者：楽天モバイル株式会社 

 ・テーマ：リアルハプティクス技術による触覚情報のデータ化と再現 

  出展者：国立大学法人北海道大学、日本ユニシス株式会社、株式会社テクノフェイス他 

 

○新産業技術促進検討会シンポジウム「ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業中間

成果報告会」 

開催日：2022年 9月 29日～10月 31日（オンデマンド配信） 

主催：モノづくり日本会議、ＮＥＤＯ 

プログラム： 

  ・プロジェクト概要 田場 盛裕（ＮＥＤＯポスト５Ｇプロジェクト推進室 室長） 

  ・基調講演 中尾 彰宏（東京大学大学院工学研究科 教授） 

  ・中間成果報告もしくは最終成果報告 

   楽天モバイル株式会社、株式会社インターネットイニシアティブ、京セラ株式会社、NEC

ネッツエスアイ株式会社、株式会社日立製作所、KDDI株式会社、株式会社ダイセル、三菱

電機株式会社、株式会社東芝、国立研究開発法人情報通信研究機構、国立大学法人北海道

大学から報告 
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○CEATEC2022出展 

開催日：2022年 10月 17日～10月 20日 

主催：一般社団法人電子情報技術産業協会 

展示内容： 

 ・テーマ リアルタイムクラウドロボティクス技術の研究開発 

  株式会社東芝、東芝インフラシステムズ株式会社 

 ・テーマ 基地局装置間の相互接続性等の評価・検証技術の研究開発 

  富士通株式会社、日本電気株式会社 

 ・テーマ 超低遅延向けＳＤＲ対応５Ｇ半導体チップの研究開発 

  株式会社エイビット、国立研究開発法人情報通信研究機構、国立大学法人大阪大学 

 ・テーマ ＮＥＤＯ先端半導体の取り組みについて 

ＮＥＤＯ 

 

 

５．事業アウトプット 

＜アウトプット指標＞ 

・中間目標 

テーマごとに設定した最終目標の達成に向けた中間的マイルストーンを達成すること。 

・最終目標 

ポスト５Ｇ情報通信システムを構成する各要素及び、ポスト５Ｇ情報通信システムに必要とな

る先端半導体の製造技術や材料技術等について、有識者の意見に基づき開発テーマごとに設定

した目標を達成すること。 

 

＜設定理由・根拠＞ 

本事業はポスト５Ｇ時代に求められる情報通信システム及び先端半導体製造技術の開発を行うが、

分野が多岐にわたるため、共通のアウトプット指標を設定することが困難。加えて、開発するテー

マについても、有識者ヒアリングなどを実施することで設定することを検討している。従って、ア

ウトプット指標について、全テーマ共通の指標を設定することが困難であるため、テーマ毎に有識

者の意見を踏まえて指標を設定する。 

 

 

６．事業アウトカム 

（１）事業アウトカムの内容 

本事業で開発した技術の実用化率（※）： ５０％以上（各採択テーマ終了後概ね３年時点） 

※開発した技術が実用化に至ったテーマ数／採択テーマ数。ただし、先導研究は除く。 

 

（２）事業アウトカム指標・目標の設定理由・根拠 

ＮＥＤＯにおいては、通常の研究開発事業の実用化達成率の目標を、事業終了後５年経過後の時

点で２５％以上と設定しているが、本事業では実用化を強く推進するため本事業では、実用化達成
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率５０％以上という高いアウトカム目標を設定している。 

なお、ポスト５Ｇは、今後、世界中の企業が本格的な検討や試行錯誤に取り組む中で、具体的な利

用方法が特定されていくため、現時点で本格利用の開始時期を明示することは困難だが、我が国で

は２０２０年より５Ｇの商用サービスが開始されていることや、セルラー系通信規格の世代が変化

するまでの期間は約１０年と言われており、２０２０年代後半が５Ｇの後半に相当することを踏ま

え、２０２６年頃にポスト５Ｇの本格利用が開始していると仮定し、最も早く実施する事業は２０

２０年度の事業開始を想定していることも踏まえて、事業終了後概ね３年で達成状況を評価する。 

 

 

７．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 

事業アウトカムに至るまでのロードマップは、以下の図の通り。 

 

 

 

８．費用対効果 

（１）事業期間全体の国費総額 

２００，０００（百万円）（※令和 2年度補正予算まで） 

 

（２）費用対効果 

「電子情報産業の世界生産見通し」（２０１９年１２月、電子情報技術産業協会）によると、５

Ｇ基地局の市場規模は、２０２０年の１．２兆円から２０３０年には２．８兆円へと１０年間で２

事業名／
開発項目

想定実施者

研究開発
の方針決

定等
経済産業省

研究開発計
画の策定

研究開発
の進捗管

理等
NEDO 基金造成

研究開発
の実施

①ポスト５Ｇ
情報通信シ
ステムの開
発

情報通信機
器・システム
メーカー、半導
体メーカー、研
究機関、大学
等

研究開発
の実施、事

業化

②先端半導
体製造技術
の開発

半導体関連
企業、研究
機関、大学
等

国際・市場
動向・関連

の取組

研究開発の実施 研究開発テーマ終了後

ポスト５Ｇ情
報通信シス
テム基盤強
化研究開発
事業

アウトプット目標の達成
状況を評価（終了時評
価）

＜アウトプット目標＞
ポスト５Ｇ情報通信シス
テムを構成する各要素
及び、ポスト 5G 情報通
信システムに必要となる
先端半導体の製造技術
や材料技術等について、
有識者の意見に基づき
開発テーマごとに設定し
た目標を達成すること。

アウトカム目標の達成状
況を評価

＜アウトカム目標＞
本事業で開発した技術
の実用化率（※）：　５
０％以上

※開発した技術が実用
化に至ったテーマ数／先
導研究以外の採択テー
マ数

研究開発の実施

研究開発の進捗管理

（技術推進委員会等の開催を含む）

開発の進捗や市場動向等を踏まえた計画の

見直し／NEDO等に対する開発方針の指示

先端半導体に関連する国内外の

市場動向、技術動向等の情報収集

反映

開発内容の変更

開発内容の変更

追加的な研究開

発等、事業化に

向けた取組
事業化

研究開発の実施

研究開発の進捗管理

（技術推進委員会の開催を含む）

開発内容の変更

追加的な研究開発

等、事業化に向け
事業化

各国の５G展開状況、技術動向等の情報収集
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倍以上に増加する見込みであり、また、５Ｇ関連市場の規模（ここでは、５Ｇ基地局、５Ｇに対応

したＩｏＴ機器やソリューションサービスが対象。５Ｇ導入に対応して整備される有線インフラ等

は含まれていない）は、２０１８年の０．５兆円から２０３０年には１６８．３兆円へと１２年間

で３００倍以上に増加する見込みである。本見通しにおいては、ポスト５Ｇで想定されるような産

業用途（自動車、ロボット、建設 等）の市場も、大きく拡大することとされている。 

また、半導体の市場規模は、2020年の 50兆円から 2030年には 100兆円と 2倍程度に成長する見

込みであり、特にロジックやメモリにおける先端半導体は市場が大きく成長する見込みである。ま

た、半導体はデジタル社会を支える重要基盤技術として安全保障にも直結する死活的に重要な戦略

技術であり、この観点からも我が国として半導体技術を保有することは重要な意義がある。 

このため、本事業により得られるポスト５Ｇ情報通信システム技術開発及び先端半導体製造技術

開発の成果が広く普及すれば、高い費用対効果が期待される。 
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９．前回評価の指摘事項と対応状況 

評価 WG（事前評価（2020年 3月）） 

所見 対応状況 

日本の半導体事業のプレゼンス向上に向け、ど

こに突破口を見いだすか、早期の見極めと、前

例にとらわれない、実施体制の構築が重要。具

体的な技術ロードマップを念頭に置きつつ、適

切な段階での事業の絞り込みを行いながら、戦

略的に進めてほしい。 

半導体や情報通信システムに関する技術の中に

は、日本が世界的に強みをもち得るものもあ

る。また、情報通信システムのアーキテクチャ

の変化により、競争力の核となる技術の変化が

起きつつある分野も存在している。本事業で

は、こういった分野を中心に、現在までに 8回

の研究開発の改定及び公募を行い、適時適切に

研究開発テーマを追加してきた。また、年 1回

の技術推進委員会やステージゲート審査を通じ

て、各研究開発テーマのマネジメントを実施し

ている。 

個々の技術開発の活用に終わってしまわず、今

後のプラットフォーム化につながるように、テ

ーマの採択や評価に取り組んでいただきたい。

また、国際標準化も視野に入れつつ進めること

が望まれる。 

先端半導体製造技術を開発するための拠点の構

築など、今後の研究開発プラットフォームにつ

ながる取組についても実施している。なお、５

Ｇについては、数年前から国際的な標準化の取

組が進められており、段階的に仕様が決定され

つつある状況だが、ポスト５Ｇの後半から５Ｇ

の次の通信世代を見据えた先導的な研究など、

将来的に国際標準につながり得る取組について

も本事業で実施している。 

本事業において半導体製造企業がパイロットラ

インを日本国内に構築する等の可能性や、その

技術が「将来的に国内で製造できる技術の確

保」につながることについては、本事業を国の

予算で実施する必要性も含め、対外的に丁寧に

説明しつつ、十分に注意して事業を進められた

い。 

2021年 10月に「先端半導体製造技術つくば拠

点オープニングシンポジウム」を開催し、産総

研つくばセンターにパイロットラインを構築す

るテーマを中心に内容を広報した。また、2022

年 7月には導入予定の装置リストを公開するな

ど、対外的に説明を行っている。 
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評価 WG（事前評価（2022年 1月）） 

所見 対応状況 

世界のポスト５Ｇの熾烈な開発競争下におい

て、真に我が国の競争力強化につなげるために

は、各テーマに薄く広く資金を出すのではな

く、戦略的に集中して投下することも重要であ

る。また、ＧＡＦＡＭの動向を見据えたビジネ

スモデル、研究成果がエンドユーザーでどのよ

うに使われるかという視点から将来像を描き、

そこからバックキャストして戦略を練ることも

必要である。 

半導体や情報通信システムに関する技術の中に

は、日本が世界的に強みを有する分野や、情報

通信システムのアーキテクチャの変化により競

争力の核となる技術の変化が起きつつある分野

も存在している。本事業ではこういった分野を

中心に、市場の動向やユーザー側のニーズを踏

まえ、事業化を強く意識しながら研究開発を進

めている。 

ポスト５Ｇ分野の早い動きに即応するために、

市場変化や制度面のリスクを考慮しつつ、戦

略、テーマ構成、目標等を機動的かつ柔軟に見

直すことも重要である。 

海外の競合企業等の動向等も踏まえ、現在まで

に 8回の研究開発の改定を行い、適時適切に研

究開発テーマを追加してきた。また、年 1回の

技術推進委員会やステージゲート審査を通じ

て、各研究開発テーマのマネジメントを実施し

ている。 
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第２章 複数課題プログラムを構成する「研究開発 

課題（プロジェクト）」の概要 
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Ａ ポスト５Ｇ情報通信システムの開発 

上位施策名 
〇安心と成長の未来を拓く総合経済対策（令和元年 12月閣議決定） 

○半導体・デジタル産業戦略（令和 3年 6月経済産業省策定） 

担 当 課 室 商務情報政策局 情報産業課 

目 的 

本事業は、5Gの後半に相当する「ポスト５G」は超低遅延や多数同時接続といっ

た特性から、多様な産業用途への活用が見込まれており、我が国の競争力の核と

なり得る技術であるにも拘わらず、現在の情報通信システム市場におけるシェア

のほとんどを少数の海外企業が占めていることから、以下の観点から技術開発を

支援する。 

① 我が国が現在でも一定の競争力を持ち得る基地局無線部、光伝送装置の高度

化を促進する。 

② 専用機から汎用サーバ・ソフトウェアへと競争軸の変化が起こりつつあるコ

アネットワーク、基地局制御部の市場の早期獲得を図る。 

③ O-RAN(オープンインターフェース規格)の国際的な普及に向けた技術開発に

より、海外企業を取り込む。 

④ 産業用途に必要な技術の開発により、ポスト 5G利用市場の拡大を図る。 

類 型 複数課題プログラム / 研究開発課題（プロジェクト） / 研究資金制度 

実 施 時 期 2020年度～終了未定 会計区分 一般会計 / エネルギー対策会計 

評 価 時 期 事前評価：2019年度、2021年度 中間評価：2022年度 終了時評価：未定 

実 施 形 態 
国（補助（基金造成）） → 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）(委

託)→ 事業者 

執 行 額 

(百万円) 

2020年度 2021年度 
2022年度 

（見込み） 
総執行額 

総予算額 

(採択決定額) 

15,137 37,125 30,853 83,115 97，638 
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１．国内外の類似・競合する研究開発等の状況 

 

国・地域 政府施策 

日本  総務省「5Gの普及・展開のための基盤技術に関する研究開発」「第５世代移動通

信システムの更なる高度化に向けた研究開発」 

前者は主に現在の 5Gサービスの普及・展開に向けた無線技術の開発、後者は主

にミリ波帯の活用に向けた無線技術の開発を行うものである一方、ポスト 5G事

業は現在の 5Gと比べて更に超低遅延や多数同時接続といった機能の強化、多様

な産業用途への活用に向けて、無線技術のみならず光伝送技術やコアネットワ

ークの制御技術、また、情報通信システムを支える基盤である先端半導体の製

造技術などの開発に取り組むもの。 

• 総務省は令和 3年 1月に「Beyond 5G 研究開発促進事業研究開発方針」を策定

し、国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）に設置した基金（令和 2年度

第三次補正予算 500億円）及び総務省が交付する補助金により、以下の①～③

の研究開発プログラムの公募の実施をするとともに、NICTに技術実証等を行う

共用研究施設・設備の整備を推進している。 

    ① Beyond 5G 機能実現型プログラム 

    ② Beyond 5G 国際共同研究型プログラム 

      ③ Beyond 5G シーズ創出型プログラム 

米国 ・「公共ワイヤレス通信サプライチェーン・イノベーション基金」の設立 

5G競争力強化、O-RAN等のオープンインタフェース基準に適合する機器等の普及

に向けた事業・調査に対して１件あたり上限約 50億円（50million USD)を支援。 

・「多国間セキュリティ基金」の設立 

国務省は、基金の設立にあたり、英国、カナダ、豪州、NZ、日本などのパートナ

ーに対して関与と貢献を求める。優先分野として、①信頼できる通信技術に関す

る研究開発、②サプライチェーンの強化、③信頼できるベンダーの育成、を挙げ

ている。 

• 国防高等研究計画局(DARPA)は Joint University Microelectronics Program 

(以下、JUMP)研究センターとして 6 機関を採択し、資金は 1.5 億ドルを投資。 

• 国防総省( DoD )は 5 つの米軍施設での 5G 実験と検証のために 6 億 ドルの

資金提供を実施。 

• アメリカ国立科学財団(NSF )では Communications, Circuits, and Sensing-

Systems (CCSS)において、1.2 億ドルの規模で研究開発が実施。2021年 4 月に

次世代ネットワークに関する学術研究における予算規模 0.4 億ドルの投資

(RINGS)を発表。 

•2020 Utilizing Strategic Allied Telecommunications Act (USA 

Telecommunications Act)において、「ワイヤレス・サプライチェーン・イノベー

ション補助金プログラム」が設置され、相互運用可能なオープン RANを全国で展
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開するために、国家電気通信情報庁(以下、NTIA)に競争ベースで最大 7.5 億ド

ルの助成金を交付。NTIA は、毎年議会に詳細な報告を行い、法施行から 180 日

以内に 5G ネットワーク・サプライチェーンの現状を詳述する報告書を提出し、

FCC、連邦機関、その他の代表からなる諮問委員会を設置する。 

Ｇ７ ・G7デジタル技術大臣会合 大臣宣言 

5Gを含むデジタル ICTインフラの安全性、強靭性、多様性、競争性、透明性、持

続可能性を確保するための方策として、オープンで相互運用性のあるネットワー

クアーキテクチャへ言及。 

ＥＵ • EU 最大のイノベーションプログラムの Horizon Europe で 5G deployment 

initiatives が 2021 年から 2027 年に 9 億ユーロの公的研究開発費で行われ

ることが発表。 

• 2020 年 12 月から最初の 6G システムコンセプトを開発する Hexa-Xの立ち上

げが発表され、0.6 億ユーロ相当の 6G プロジェクトの最初のセットが 2021 

年 2 月から開始しており、更に第 2フェーズとして Hexa-X-IIが 2023年 1月

から開始予定で、プレ標準化されたプラットフォームとシステム全体図の作成

に注力する。 

英国  5Gサプライチェーン多様化戦略（5G Supply Chain Diversification Strategy) 

2020年 11月、デジタル・文化・メディア・スポーツ省が発表。政府は、2億 5,000

万ポンドを投じ、多様で競争力のある革新的な通信ネットワークの供給基盤構築

を図る。 

・①現行のサプライヤー支援、②新しいサプライヤーにとって魅力的な市場創

出、③オープンインタフェースの展開加速の３分野を柱として、世界の通信サ

プライチェーン市場の多様化を図る。 

・フューチャー・RAN・コンペティション(以下、 FRANC) … 英国 O-RAN(Open RAN 

Alliance)の採用を加速するために、英国全体の革新的な R＆Dプロジェクトに

資金を提供する最大 3,000万ポンド(約 45 億 9,000 万円、1 ポンド=約 153 

円)の助成事業。書類選考や面接などの選考プロセスを経て、2021 年 11 月か

らのプロジェクト開始を目指す。FRANC は、以下のいずれかに該当するプロジ

ェクトを支援する。 

- 2025 年までに、英国の密集都市部で利用が可能な 5G オープン RAN ソリュ

ーションの開発を加速。 

- 英国で研究開発を行う 5G RAN の新規サプライヤーを誘致し、英国の公共ネ

ットワークに新規参入する可能性のある企業間の専門的な連携を促進。 

- 「5G サプライチェーン多様化戦略」の目的であるサプライチェーンの分散

化とオープンインタフェースの標準化、ネットワーク展開で優先事項となる

セキュリティの実現への貢献。 
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韓国 • 韓国科学技術情報通信部は R&D 事業に計 5 兆 8,161 億ウォン、6G 開 発に 

172 億ウォンを割当。 

• 2020 年 8 月に 6G 技術を確保するために 2021 年から 5 年間で 2,000億ウォ

ンを投資することを決定。 

中国 • 科学技術部(以下、MOST)が、 6G 関連の活動を推進し、 2018年 1月に国家重点

研究開発プログラムにおける投資スキームの中で、Beyond 5G(6G)に関する研究

開発の推進を開始。 

• 工業情報化部(MIIT)は MOSTと共同で、5Gの推進主体である IMT-2020 を拡充

し、 政府､アカデミア､企業の計 37組織で構成される｢6G技術研究開発推進作業

部会：IMT-2030｣を設置。 

• 中央・地方政府それぞれに支援が用意されている。以下広州市の事例。 

- 製造業向け 5G ソリューションの導入に対して 8,000 万円の補助金。 

- 5G を導入する企業に 1 億 6,000 万円の支援。 

- 5G 分野で卓越した業績を上げた個人に対する報奨金として 8,000万円。 

 

２．研究開発の内容 

（１）研究開発の全体構成 

ポスト５Ｇ情報通信システムの開発（委託） 

番号 研究開発項目 実施者 

A-a1 （ａ）コアネッ
トワーク 

（a1）クラウド型コアの高度化技術

の開発 

日本電気株式会社 

A-a2 （a2）クラウド型ネットワーク統合

管理・自動最適化技術の開発 

楽天モバイル株式会社 

A-b1 （ｂ）伝送路 （b1）光伝送システムの高速化技術

の開発 

富士通株式会社 

A-b2 （b2）光伝送用 ＤＳＰ の高速化 技

術の開発 

NTT エレクトロニクス株式

会社 

富士通株式会社 

日本電気株式会社 

A-b3 （b3）微細化の進展に対応した高速

不揮発性メモリ技術の開発 

国立研究開発法人産業技術

総合研究所 

ソニーセミコンダクタソリ

ューションズ株式会社 
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番号 研究開発項目 実施者 

A-b4 （b4）固定無線伝送システム大容量

化技術の開発 

日本電気株式会社 

A-b5 （b5）バス型伝送高度化技術の開発 日本電気株式会社 

A-b6 （b6）超高速光リンク技術の開発 三菱電機株式会社 

A-b7 （b7）光スイッチ高度化技術の開発 株式会社 JVCケンウッド 

エピフォトニクス株式会社 

A-c1-1 （ｃ）基地局 （c1）仮想化基地局制御部 の高性能

化技術の開発 

富士通株式会社 

A-c1-2 （c1）仮想化基地局制御部 の高性能

化技術の開発 

楽天モバイル株式会社 

A-c2-1 （c2）基地局無線部の高性能化技術

の開発 

富士通株式会社 

A-c2-3 （c2）基地局無線部の高性能化技術

の開発 

日本電気株式会社 

A-c3 （c3）基地局装置間の相互接続性等

の評価・検証技術の開発 

富士通株式会社 

日本電気株式会社 

A-c4 （c4）高周波デバイスの高出力・小型

化技術の開発 

住友電気工業株式会社 

A-c5 （c5）高温動作可能な光接続技術の

開発 

アイオーコア株式会社 

A-c6 （c6）高周波帯アンプ一体型アレイ

アンテナ実装技術の開発 

富士通株式会社 
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番号 研究開発項目 実施者 

A-c7-1 （c7）ＲＡＮ制御高度化技術の開発 富士通株式会社 

A-c7-2 （c7）ＲＡＮ制御高度化技術の開発 日本電気株式会社 

A-d1 （ｄ）ＭＥＣ （d1）ＭＥＣ向け大規模先端ロジッ

クチップ設計技術の開発 

株式会社ソシオネクスト 

A-d2 （d2）ＭＥＣサーバー向け広帯域・大

容量メモリモジュール設計技術の開

発 

キオクシア株式会社 

A-e1 （ｅ）端末 （e1）端末通信機能構成技術の開発 株式会社エイビット 

国立大学法人大阪大学 

国立研究開発法人情報通信

研究機構 

A-e2 （ｅ）端末 （e2）端末向け低消費電力コンピュ

ーティング技術の開発 

株式会社テクノアクセルネ

ットワークス 

※A-e2は本中間評価の評価対象外。 

 

先導研究（委託） 

番号 研究開発項目 実施者 

AS-a1 (a)ネッ
トワーク
関連技術 

(a1)ネットワーク統合管理技術（超高信

頼性） 

アラクサラネットワークス

株式会社 

AS-s2 (a2)リアルタイム制御技術（超低遅延性） ソフトバンク株式会社 

AS-a3 (a3)オープンソースソフトウェア技術

（柔軟性・低コスト） 

APRESIA Systems 株式会社 

富士通株式会社 

株式会社インターネットイ

ニシアティブ 

国立大学法人東京大学 

AS-a4 (a4)セキュア通信技術 (超安全性） 株式会社東芝 
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番号 研究開発項目 実施者 

AS-a5-
1 

(a5)クラウドサーバーやＭＥＣサーバー

の低消費電力化技術（超低消費電力性） 

KDDI株式会社 

国立大学法人東京大学 

AS-a5-
2 

株 式 会 社 Preferred 

Networks 

AS-b1 （b） 伝送
路関連技術 

(b1)フロントホール（ＲＵ、ＤＵ間）向

け光リンク技術 

国立大学法人東京工業大学 

富士フイルムビジネスイノ

ベーション株式会社 

国立研究開発法人情報通信

研究機構 

AS-b2 (b2)ＭＥＣ内通信向け光インターコネク

ト技術 

国立研究開発法人産業技術

総合研究所 

京セラ株式会社 

AS-b3 (b3)メトロ・長距離網向け光伝送ネット

ワークの大容量化技術 

富士通株式会社 

株式会社 KDDI総合研究所 

AS-b4 (b4)光アクセスネットワークの仮想化技

術 

沖電気工業株式会社 

国立大学法人東北大学電気

通信研究所 

AS-c1-1 （c） 基地
局関連技術 

(c1)新規アンテナ技術 国立研究開発法人産業技術

総合研究所 

ＴＤＫ株式会社 

国立大学法人大阪大学 

AS-c1-
2 

ルネサスエレクトロニクス

株式会社 

Renesas Electronics 

America Inc.  

AS-c2 (c2)ミリ波・テラヘルツ帯向け集積回路

技術 

国立大学法人広島大学 

三菱電機株式会社 

国立研究開発法人産業技術

総合研究所 

AS-c3 (c3)新規基板材料等の高機能材料技術 株式会社ダイセル 
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番号 研究開発項目 実施者 

AS-c4 (c4)基地局増幅器のための広帯域化回路

技術 

三菱電機株式会社 

学校法人湘南工科大学 

AS-c5 (c5)ソフトウェア基地局の自動最適化技

術 

富士通株式会社 

AS-c6 (c6)基地局の仮想化、柔軟化技術 楽天モバイル株式会社 

日本電気株式会社 

ＮＥＣネッツエスアイ株式

会社 

国立大学法人東京大学 

AS-d1 （d）革新
的応用シス
テム技術 

(d1)デジタルツイン実現のための高精度

測位・同期制御技術 

株式会社日立製作所 

AS-d2 (d2)ＭＥＣ利用によるアダプティブロボ

ット群リアルタイム制御技術 

株式会社東芝 

AS-d3-
1 

(d3)その他の革新的応用システム基盤技

術 

国立大学法人北海道大学 

ＢＩＰＲＯＧＹ株式会社 

株式会社テクノフェイス 

AS-d3-
2 

株式会社エムスクエア・ラボ 

AS-d3-
3 

国立研究開発法人情報通信

研究機構 

日本電波工業株式会社 

国立大学法人東京大学 

国立大学法人広島大学 

国立大学法人東北大学 

AS-e1 （e）MEC
関連技術 

(e1)MECを構成する半導体、周辺デバイス

等の高性能化・低遅延化 

セイコーＮＰＣ株式会社 

AS-e2 (e2)クラウドサーバーや MEC サーバーの

低消費電力化技術（超低消費電力性） 

日本電気株式会社 
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（２）各研究開発項目の実施内容 

ポスト５Ｇ情報通信システムの開発（委託） 

情報通信ネットワークを構成する各要素（コアネットワーク、伝送路、基地局、モバイル 

エッジコンピューティング（ＭＥＣ）、端末）について、以下の技術開発に取り組む。 

（a） コアネットワーク 

ポスト５Ｇのコアネットワークには、多様なサービスの要求に対応しつつ、膨大なトラフィ

ックを可能な限り省電力かつ低コストで効率的に処理するため、仮想化や計算リソース管理

等に関する高度な技術が求められる。また、低遅延や高信頼といった要求に対応するため、将

来的には、巨大な単一のデータセンタで処理を行う形から、地理的に分散した複数の計算リソ

ースを活用し、クラウドベースでコアネットワークを実現する形へと形態が大きく変化する

可能性がある。このため、多様なサービスの要求に対応する上で適切なシステム構造とするこ

とに留意しつつ、仮想化や計算リソース管理等に関する高度な技術を備えるとともに、クラウ

ドベースでも動作が可能なコアネットワークのソフトウェア技術等を開発する。 

（b） 伝送路 

ポスト５Ｇの伝送路には、データ伝送の遅延を短く保ちつつ、膨大なトラフィックの増加に

対応するため、光伝送装置の大幅な性能向上が求められる。また、機能分割された各基地局機

能間の信号やＭＥＣで処理されたデータなど、容量や経路が異なる光信号を柔軟に制御する

必要がある。加えて、ビル壁面や街路灯へのアンテナ設置やビル間伝送などにおいて光ファイ

バ伝送より効率的な無線伝送や、遠隔医療等の産業用途サービスを島しょ部等の条件不利地

域でも展開するために効率的に伝送路を構築する技術が必要となる。 

このため、伝送路上の光信号を高速で電気信号に変換（及びその逆変換）することが可能な

光伝送装置、光伝送装置内においてデジタル信号の高速処理を担うＤＳＰ（デジタル・シグナ

ル・プロセッサ）、膨大な情報を高速かつ省電力で書込み・読出し可能な不揮発性メモリ等に

関する技術、ＭＦＨ（Ｍｏｂｉｌｅ Ｆｒｏｎｔ Ｈａｕｌ）や基地局～ＭＥＣサーバー間等

比較的短距離のイーサネット伝送リンクにおいて利用される超高速光デバイス、大容量固定

無線伝送装置、柔軟に経路制御可能な光スイッチ技術、島しょ部等に効率的にＭＢＨ（Ｍｏｂ

ｉｌｅ Ｂａｃｋ Ｈａｕｌ）回線を整備する技術を開発する。 

（c） 基地局 

ポスト５Ｇの基地局には、広帯域である高周波数帯の無線リソースを有効利用するため、多

数の端末との同時接続を実現する高度なビーム制御が求められるとともに、利用周波数帯が

上がるにつれアンテナ間隔が狭まるため放熱効率の向上が求められる。また、基地局内で膨大

な信号を低遅延で処理するため、基地局内部においても高い伝送速度を確保することが求め

られる。加えて、遠方まで届きにくい高周波数帯の電波の利用により基地局の設置数が増加す

るため、基地局の無線ユニットやそこで用いられる高周波デバイス等の高出力化・小型化によ

る省電力化、またソフトウェア化の進展によるコスト低減等が求められる。 

このため、高度なビーム制御機能を備え、省電力性能等に優れた基地局、基地局のソフトウ

ェア化、基地局に搭載される高出力・小型の高周波デバイスや基地局内部の光配線化等に関す

る技術、高効率アンプ一体型アレイアンテナ実装技術を開発する。 

また、近年、基地局を構成する装置間の接続インターフェイスをオープンにすることによ
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り、複数のベンダーの装置で基地局を構成し、調達の多様化を実現するための取組が進められ

ているが、実際に多様なベンダーの多様な装置間での相互接続性を確保する上では、検証に必

要なプロセスやツールが整備されていない等、技術的なハードルが存在している。このため、

装置間の相互接続性の評価・検証等を行うための技術を開発する。 

さらに、ポスト５Ｇで実現が期待されるスマート工場や自動運転等の産業用途サービスで

は、高い信頼性や用途に応じた通信品質の保証が必要になる。そこで、ＲＡＮの安定動作やア

プリケーション要求に応じた品質制御に資する技術を開発する。 

（d） ＭＥＣ 

ポスト５Ｇネットワークの低遅延性・多数同時接続とＩｏＴ、ＡＩ等の活用により多様な産

業活動や国民生活のスマート化が期待されている。また、エッジの端末やセンサーで生み出さ

れる大量なデータの蓄積や解析の高度化、ＡＩ学習の高性能化の進展が予想されている。しか

し、全てのデータをデータセンタ等のクラウドサーバーに送信し、解析、ＡＩ学習等をした場

合、情報伝送に大量エネルギーとコストがかかり、ネットワーク負荷も多大になるとともに、

ポスト５Ｇの特徴である低遅延性の実現が困難となる。このため、これまでのデータ集約・処

理型のクラウドサーバーに加えて、基地局制御部や５Ｇコアネットワークの設置場所等、より

ユーザーに近いエリアでのデータ処理を可能とするＭＥＣサーバーの普及が求められる。ま

た、低遅延ネットワークを実現するためには、ＭＥＣ、ネットワーク構成機器、ＭＥＣと情報

通信するエッジデバイス自体の高性能化も求められる。これらＭＥＣサーバーやネットワー

ク機器、エッジデバイスのコンピューティング性能を決定づける重要な役割を担っているの

が、大規模・高性能・低消費電力な先端ロジック半導体や、広帯域化で低遅延な大容量メモリ

モジュールである。 

そこで、ＭＥＣを用いた低遅延処理の実現に向けて、最先端のプロセスノードを適用した大

規模先端ロジック半導体の設計技術を開発するとともに、大容量・広帯域なメモリシステムを

開発する。 

（e） 端末 

ポスト５Ｇ情報通信システムにおいては、スマート工場や自動運転など用途に応じた多種

多様な端末開発が行われることが想定されるため、さまざまな端末に汎用的に利用可能な端

末通信チップ・モジュール等を開発する。 

また、ポスト５Ｇネットワークの超低遅延性・多数同時接続と IoT、AI等の活用により、生

成・処理されるデータ量が爆発的に増大することが予測されており、これまでのデータ集約・

処理型のクラウドサーバーに加えて、端末でデータ処理を行うエッジコンピューティング技

術が必要となる。一方、端末では利用可能な電力量が制限されるため、低消費電力での AI処

理が求められる。そこで、端末での効率的なデータ処理を実現するコンピューティング技術の

研究開発を行う。 

 

先導研究（委託） 

研究開発項目①に関係するものであって、ポスト５Ｇでは実用化に至らない可能性があるも

のの、ポスト５Ｇの後半から５Ｇの次の通信世代（以下、「ポスト５Ｇ後半以降」）にかけて有

望と考えられる技術課題について、先導的な研究開発に取り組む。 
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（a） ネットワーク関連技術 

ポスト５Ｇ後半以降のネットワークにおいては、５Ｇの１０倍あるいは１００倍の高 速

化・大容量化・低遅延化・多数同時接続等に加え、超低消費電力化、高信頼性、自律 性、

拡張性、などの新たな性能が求められるとともに、多種多様の新たなサービスの要 求に応

じたＱｏＳ（Ｑｕａｌｉｔｙ ｏｆ Ｓｅｒｖｉｃｅ）が求められるため、仮想化 技術やＡ

Ｉ技術の高度化等による高速、高機能、柔軟かつ信頼性の高いネットワークの リソース分

配制御技術や管理、運用技術、高精度な同期技術、クラウドサーバーやＭＥ Ｃサーバーの

低消費電力化技術が重要となる。また、今後、量子コンピュータ等の新原 理に基づく高速

計算機の登場が予想され、社会基盤の通信システムについても堅牢性が 高くセキュアな通

信が求められる。  

これらに対応すべく、本開発項目では、多種多様なサービスに対応可能なコアネット 16 

ワークからアクセスネットワーク、ＭＥＣ、基地局、端末まで、ネットワーク全体（ある 

いは一部）を統合的に管理する技術や、エンドツーエンドでのデータ到達時間の超低遅 延

を実現する技術、安全性の担保されたオープンソースのソフトウェア基盤技術、サー バー

の超低消費電力化技術の開発等を行う。さらに、今後、新原理に基づく高速計算機 等でも

破ることができない、堅牢性の高いセキュアな通信を実現する暗号通信技術等に ついても

開発を行う。 

（b） 伝送路関連技術 

ポスト５Ｇ後半以降 の伝送路において、５Ｇの１０倍あるいは１００倍の高速化・大容

量化・低遅延化・多数同時接続等を実現するためには、必然的に更なる大容量かつ高速な伝

送技術が求められる。データ容量が増加するだけでなく、産業用途向けの低遅延性もミリ秒

からマイクロ秒オーダの精度が求められ、エンドツーエンドでの性能要求を担保するには伝

送路における高速大容量かつ低遅延の通信の実現が重要となる。このため光伝送の更なる高

速化、あるいは高速無線リンクの活用などの新たな伝送技術の開発が望まれる。 

これらに対応すべく、本開発項目では、フロントホールに対応した大容量かつ低消費電力

な光リンク技術、ＭＥＣの情報処理性能を飛躍的に向上する光インターコネクト技術、メト

ロ・長距離網向け光伝送ネットワークの広帯域化技術の開発を行う。 

（c） 基地局関連技術 

ポスト５Ｇ後半以降の基地局においては、さらなる高速大容量通信が加速され、ミリ 波

のみならずテラヘルツ波を含む高周波かつ広帯域の電波利用が検討されている。しか し、

その高周波の特性による直進性や伝搬損失の大きさなどの課題が存在し、基地局に おいて

は集積回路等のデバイス・材料レベルでの革新的な技術が求められる。これと並行し、コア

ネットワークにおいて先行している仮想化技術は、無線アクセスネットワー クのＣＵ、Ｄ

ＵのみならずＲＵへと拡張することが予想される。  

これらに対応すべく、本開発項目では、ミリ波・テラヘルツ帯の基地局に搭載可能な 新

規のアンテナ技術やビームフォーミング技術、高周波や高速大容量伝送時に低損失な 新規

基板材料、ＲＦ－ＩＣ等の集積回路技術、信号増幅器技術、多数同時接続時の通信 品質向

上技術の開発を行う。また、ソフトウェア基地局の自動最適化技術、ＣＵ・ＤＵ・ ＲＵを

含めた基地局の仮想化、柔軟化に関する研究開発も実施する。 
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（d） 革新的応用システム技術 

ポスト５Ｇ後半以降、産業のスマート化、物流、建築、農業、健康・医療、教育、 遠隔

オフィス等、様々な分野で５Ｇや５Ｇの次の通信世代の利用を広げ、有効性を実感してもら

うためには、新しく独創性に富む応用システム（アプリケーション）のユースケース開拓・

拡大を進めることが重要となる。産業用途を鑑みると、低遅延・多 数同時接続及び複数情

報の同期技術などの性能要求がさらに高まり、ポスト５Ｇや５ Ｇの次の通信世代の通信シ

ステムのインフラのみならず、そのシステム上でエンドツーエンド通信を行うエッジ端末や

応用システムも含めて開発し性能を担保する必要 がある。一方、ポスト５Ｇや５Ｇの次の

通信世代をさまざまな産業に普及させるため には、教師無し学習など新たなＡＩ技術を適

用した自律的なネットワークの保守・運 用技術の開発により、導入の敷居を下げる必要が

ある。  

これらに対応すべく、本開発項目では、ポスト５Ｇ後半以降の情報通信システムを 活用

することにより新規に創出されるユースケースを特定し、エンドツーエンドで求められるエ

ッジ端末や応用システム等における課題を明確化し、その課題を解決する 技術を開発す

る。 

（e） ＭＥＣ関連技術 

ポスト５Ｇネットワークの低遅延性・多数同時接続とＩｏＴ、ＡＩ等の活用により多様な

産業活動や国民生活のスマート化が期待されている。このうち、低遅延性を実現するために

は、これまでのデータ集約・処理型のクラウドサーバーに加えて、基地局制御部や５Ｇコア

ネットワークの設置場所等、よりユーザーに近いエリアでのデータ処理を可能とする ＭＥ

Ｃサーバーの普及が求められる。また、低遅延ネットワークを実現するためには、ＭＥＣ、

ネットワーク構成機器、ＭＥＣと情報通信するエッジデバイス自体の高性能化も求められ

る。これらの取組を進めることによりデータの伝送距離の短縮、伝送量削減 による低消費

電力化が期待される。 

このため、本開発項目では、ポスト５Ｇ後半以降のさらなる低遅延かつ低消費電力な情報

通信システムを実現するため、ＭＥＣのみならず、ネットワーク構成機器、ＭＥＣと情報通

信するエッジデバイス自体の低遅延化、高性能・低消費電力化に係る技術について開発を行

う。 
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３．研究開発の実施・マネジメント体制等 

（１）研究開発計画 

ポスト５Ｇ情報通信システムの開発（委託） 

番号 事業者 2020年

度 

2021年

度 

2022年

度 

2023年

度 

2024年

度 

A-a1 日本電気           

A-a2 楽天モバイル         
 

A-b1 富士通           

A-b2 NTTエレクトロニクス／

富士通／日本電気 

          

A-b3 産総研／ソニーセミコン

ダクタソリューションズ 

          

A-b4 日本電気           

A-b5 日本電気           

A-b6 三菱電機           

A-b7 JVCケンウッド／エピフ

ォトニクス 

          

A-c1-1 富士通           

A-c1-2 楽天モバイル           

A-c2-1 日本電気           

A-c2-2 富士通         
 

A-c3 富士通／日本電気           

A-c4 住友電工           

A-c5 アイオーコア           

A-c6 富士通           

A-c7-1 日本電気           

A-c7-2 富士通           

A-d1 ソシオネクスト           

A-d2 キオクシア           
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番号 事業者 2020年

度 

2021年

度 

2022年

度 

2023年

度 

2024年

度 

A-e1 エイビット／大阪大学／

情報通信機構 

          

A-e2 テクノアクセルネットワ

ークス 

     

※A-e2は本中間評価の評価対象外。 

 

先導研究（委託） 

テーマ 事業者 2020年

度 

2021年

度 

2022年

度 

2023年

度 

2024年

度 

AS-a1 アラクサラネットワークス      

AS-a2 ソフトバンク      

AS-a3 APRESIA Systems／富士通／イ

ンターネットイニシアティブ

／東京大学 

     

AS-a4 東芝      

AS-a5-1 KDDI／東京大学      

AS-a5-2 Preferred Networks      

AS-b1 東京工業大学／富士フイルム

ビジネスイノベーション／情

報通信研究機構 

     

AS-b2 産業技術総合研究所／京セラ      

AS-b3 富士通／KDDI総合研究所      

AS-b4 沖電気工業／東北大学電気通

信研究所 

     

AS-c1-1 産業技術総合研究所／ＴＤＫ

／大阪大学 

     

AS-c1-2 ルネサスエレクトロニクス／

Renesas Electronics America  

     

AS-c2-3 広島大学／三菱電機／産業技

術総合研究所 

     

AS-c3 ダイセル      

AS-c4 三菱電機／湘南工科大学      

AS-c5 富士通      

AS-c6 楽天モバイル／日本電気／Ｎ

ＥＣネッツエスアイ／東京大

学 

     

ステージゲート審査委員会 
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AS-d1 日立製作所      

AS-d2 東芝      

AS-d3-1 北海道大学／ＢＩＰＲＯＧＹ

／テクノフェイス 

     

AS-d3-2 エムスクエア・ラボ      

AS-d3-3 情報通信研究機構／日本電波

工業／東京大学／広島大学／ 

東北大学 

     

AS-e1 セイコーＮＰＣ      

AS-e2 日本電気      

 

 

 

（２）資金配分 

（単位：百万円） 

研究開発項目 2020年度 2021年度 2022年度 

（見込み） 

総執行額 総予算額 

（採択決定額） 

ポスト５Ｇ情

報通信システ

ムの開発（委

託） 

14,709 34,590 29,022 78,320 91,858 

先導研究（委

託） 429 2,535 1,832 4,795 5,780 

合計 15,137 37,125 30,853 83,115 97,638 

 

  

ステージゲート審査委員会 
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（３）研究開発の実施・マネジメント体制 

以下の運営方針に従い研究開発の進捗状況や事業化に向けた取組状況等のマネジメントを実施

している。 

 

 

■月次報告 

 全テーマを対象として研究開発の進捗状況を月次レベルで確認し、課題や方針判断等が必要な事

項の確認等のマネジメントを実施している。 

 

■ステアリングコミッティ 

 月次報告の中で方針判断等の議論が必要な事項がある場合、さらには事業者の事業化に向けた取

組状況の確認のため、経済産業省／ＮＥＤＯ／事業者で構成されるステアリングコミッティを開催

し、方針決定や事業環境の状況確認を実施している。 

 

■技術推進委員会 

第三者の目線かつ専門家の立場からご助言等を頂く技術推進委員会を実施し、ステージゲート審

査委員会やテーマ終了時評価委員会の審査基準を見据えながら、研究開発の進捗や実用化・事業化

に向けた取組状況等の確認をして研究開発パート、事業化パートでそれぞれ 5点満点の評価点を付

けている。また、委員によりご指摘頂いた点を事業者にもフィードバックしながら今後のマネジメ

ントに反映している。 

 

ポスト 5G情報通信システムの開発（委託） 

<<第 1回>> 

開催日 ：2021 年 5月 24日、25日 

対象テーマ ：2020 年度に採択した全 12テーマ（A-a1, A-a2, A-b1, A-b2, A-b3, A-c1-1, A-

c1-2, A-c2-1, A-c2-2, A-c3, A-c4, A-c5） 
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<<第 2回>> 

開催日  ：2022 年 3月 30日 

対象テーマ ：2021 年度に採択決定した 2テーマ（A-d1, A-d2） 

 

<<第 3回>> 

開催日 ：2022 年 9月 20日、21日、25日 

対象テーマ ：2020 年度および 2021年度に採択決定した全 19テーマ（A-a1, A-b1, A-b2, A-

b3, A-b4, A-b5, A-b6, A-b7, A-c1-1, A-c1-2, A-c2-1, A-c2-2, A-c3, A-c4, 

A-c5, A-c6, A-c7-1, A-c7-2, A-e1） 

 

先導研究（委託） 

<<第 1回>> 

開催日  ：2021 年 10月 22日 

対象テーマ ：2020 年度に採択した 4テーマ（AS-a3, AS-b2, AS-c6, AS-d1） 

 

<<第 2回>> 

開催日  ：2022 年 3月 17日、18日、23 日 

対象テーマ ：2020 年度に採択した 18テーマ（AS-a1, AS-a2, AS-a4, AS-a5-1, AS-a5-2, 

AS-b1, AS-b3, AS-b4, AS-c1-1, AS-c1-2, AS-c2, AS-c3, AS-c4, AS-c5, AS-

d2, AS-d3-1, AS-d3-2, AS-d3-3）  

 

<<第 3回>> 

開催日  ：2022 年 3月 30日 

対象テーマ ：2021 年度に採択した 2テーマ（AS-e1, AS-e2） 

 

■ステージゲート審査委員会 

各テーマの中間地点において研究開発の後半の実施可否等を判断している。ステージゲート審査

委員会は以下審査基準に従い、100点満点で採点をしている。委員の平均点が 60点以上の場合は原

則研究開発を継続、平均点が 60点未満の場合は特記事項を踏まえて研究開発継続可否を検討、40

点未満の場合は原則研究開発終了対象としている。 

 

ポスト 5G情報通信システムの開発（委託） 

<<審査基準>> 

審査項目 審査観点 

技術的 

評価 

研究開発計画・目標の妥当

性 

・技術動向や市場ニーズの変化を踏まえ開発計画・目標は引

き続き妥当な内容か。 
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研究開発目標に対する達成

状況 

・研究開発の進捗は順調か。具体的かつ客観的な根拠が示さ

れているか。 

・中間目標や最終目標を目標時期に達成する可能性は高い

か。達成時期の前倒しの可能性はあるか。 

研究開発成果の新規性・優

位性 

・中間目標や最終目標に向けて期待される成果は、国内外の

競合他社の製品、開発内容（将来見込み含む）と比べて新

規性・優位性があるか。 

・具体的かつ客観的なデータに基づき分析されているか。 

事業化 

評価 

事業化戦略の妥当性・市場

獲得の実現性 

・市場環境の変化を踏まえ、事業化戦略は引き続き妥当な内

容か。 

・事業化戦略、事業化に向けた取り組みを踏まえ、事業化計

画の目標を達成し、市場獲得する見込みは高いか。 

・想定している市場の規模や創出は具体的かつ客観的なデ

ータに基づき分析されているか。 

事業化に向けた取組状況 ・研究開発期間中に製品化の見込みが得られたものについ

ては早期の製品化や、ユーザーによる試作品の評価など具

体的な商談実績、計画があるか。 

・特許申請、標準化活動など積極的な市場獲得、拡大の取り

組みを行っているか。 

事業上における優位性 ・性能、価格、体制、商談実績など国内外の競合他社との市

場競争における優位性があるか（将来見込み含む）。 

・具体的かつ客観的なデータに基づき分析されているか。 

 

<<第 1回>> 

開催日 ：2021 年 8月 20日 

対象テーマ ：2020 年度に採択した 1テーマ(A-a2)  

審査結果 ：継続（条件付き）／100%通過 

 

<<第 2回>> 

開催日 ：2022 年 1月 12日、13日 

対象テーマ ：2020 年度に採択した 11テーマ（A-a1, A-b1, A-b2, A-b3, A-c1-1, A-c1-2, 

A-c2-1, A-c2-2, A-c3, A-c4, A-c5） 

審査結果 ：全件継続（うち 2件条件付き）／100%通過 

 

<<第 3回>> 

開催日 ：2022 年 11月 7日 

対象テーマ ：2021 年度に採択した 1テーマ(A-d2)  
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審査結果 ：継続（条件付き）／100%通過 

 

先導研究（委託） 

<<審査基準>> 

審査項目 審査観点 

技術的 

評価 

  

実施計画・目標の妥当性  技術動向や市場ニーズの変化を踏まえ実施計画、目標は引

き続き妥当な内容か。 

目標の達成状況  中間目標は達成しているか。具体的かつ客観的な根拠が示

されているか。 

 最終目標を目標時期に達成する可能性は高いか。達成時期

の前倒しの可能性はあるか。 

成果の新規性・優位性  中間目標までの研究開発成果、最終目標に向けて期待され

る成果は、国内外の競合他社の技術、開発内容（将来見込

み含む）と比べて新規性・優位性があるか。 

 具体的かつ客観的なデータに基づき分析されているか。 

知財・標準化の取組  研究開発と並行して、ポスト 5G後半から 6G世代を見据え

た戦略的な知財獲得、標準化活動を実施しているか。 

事業化 

評価 

  

事業化戦略の妥当性  ポスト 5G後半から 6G世代を見据えて、実用化・事業化に

向けた計画が中長期的な視点で具体的に検討されており

妥当か。また、その実現に向けて取り組みがなされている

か。 

 本成果を活用した将来の製品やサービス等は、ポスト 5G

後半から 6G 世代の通信システムに適用され、一定のシェ

ア獲得のポテンシャルがあるか。 

波及効果  開発される製品・サービスにより、我が国の国民生活や経

済、産業等への波及効果が期待できるか。 

 

<<第 1回>> 

開催日 ：2021 年 11月 25日 

対象テーマ ：2020 年度に採択した 4テーマ(AS-a3, AS-b2, AS-c6, AS-d1)  

審査結果 ：全件継続（うち 1件条件付き）／100%通過 

 

<<第 2回>> 

開催日 ：2022 年 5月 13日、20日 
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対象テーマ ：2020 年度に採択した 17テーマ(AS-a1, AS-a2, AS-a5-1, AS-a5-2, AS-b1, 

AS-b3, AS-b4, AS-c1-1, AS-c1-2, AS-c2, AS-c3, AS-c4, AS-c5, AS-d2, 

AS-d3-1, AS-d3-2, AS-d3-3) 

審査結果 ：全件継続（うち 4件条件付き）／100%通過 

 

<<第 3回>> 

開催日 ：2022 年 10月 27日 

対象テーマ ：2020 年度に採択した 1テーマ(AS-a4)  

審査結果 ：継続（条件付き）／100%通過 

 

<<第 4回>> 

開催日 ：2022 年 11月 7日 

対象テーマ ：2021 年度に採択した MEC関連 2テーマ(AS-e1, AS-e2)  

審査結果 ：全件継続（うち 1件条件付き）／100%通過 

 

■テーマ終了時評価委員会 

 各テーマの終了時点において、研究開発の最終目標の達成状況、実用化・事業化に向けた取組状

況について確認し、技術的評価と事業化評価それぞれ５点満点で評価を実施している。 

技術的評価においては、最終目標通り達成した場合は評価点「3」を基準とし、期待以上の結果

が出ており＋αの要素がある場合は「4」or「5」、未達等の項目があれば「2」or「1」と評価す

る。事業化評価においては、事業化に向けた適切な取り組みがなされている場合は「3」を基準と

し、一部の事業化が既に始まっている等で市場獲得の見込みが高く＋αの要素がある場合は「4」

or「5」、取り組み内容で不十分な項目があれば「2」or「1」と評価する。 

また、各方面の専門家の観点から今後の実用化・事業化に向けた助言等をいただき、事業者にフ

ィードバックしている。 

 

ポスト 5G情報通信システムの開発（委託） 

<<審査基準>> 

評価項目 評価観点 

技術的 

評価 

研究開発計画・目標の妥当

性 

・技術動向や市場ニーズの変化を踏まえ開発計画・目標は妥

当な内容であったか。 

研究開発目標に対する達成

状況 

・最終目標は達成したか。具体的かつ客観的な根拠が示され

ているか。 

研究開発成果の新規性・優

位性 

・最終目標で達成した成果は、国内外の競合他社の製品、開

発内容（将来見込み含む）と比べて新規性・優位性がある

か。具体的かつ客観的なデータに基づき分析されている

か。 
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事業化 

評価 

事業化戦略の妥当性・市場

獲得の実現性 

・市場環境の変化を踏まえ、事業化戦略は引き続き妥当な

内容か。 

・事業化戦略、事業化に向けた取り組みを踏まえ、事業化

計画の目標を達成し、市場獲得する見込みは高いか。 

・想定している市場の規模や創出は具体的かつ客観的なデ

ータに基づき分析されているか。 

事業化に向けた取組状況 ・研究開発期間中に製品化の見込みが得られたものについ

ては早期の製品化や、ユーザーによる試作品の評価など

具体的な商談実績、計画があるか。 

・特許申請、標準化活動など積極的な市場獲得、拡大の取り

組みを行っているか。 

事業上における優位性 ・性能、価格、体制、商談実績など国内外の競合他社との

市場競争における優位性があるか（将来見込み含む）。 

・具体的かつ客観的なデータに基づき分析されているか。 

 

<<第 1回>> 

開催日 ：2022 年 9月 25日 

対象テーマ ：2020 年度に採択した 1テーマ(A-a2)  

 

先導研究（委託） 

<<審査基準>> 

審査項目 審査観点 

技術的 

評価 

  

実施計画・目標の妥当性  技術動向や市場ニーズの変化を踏まえ実施計画、目標は引

き続き妥当な内容か。 

【重点項目】 

目標の達成状況 

 最終目標は達成しているか。具体的かつ客観的な根拠が示

されているか。 

成果の新規性・優位性  中間目標までの研究開発成果、最終目標に向けて期待され

る成果は、国内外の競合他社の技術、開発内容（将来見込

み含む）と比べて新規性・優位性があるか。 

 具体的かつ客観的なデータに基づき分析されているか。 

【重点項目】 

知財・標準化の取組 

 研究開発と並行して、ポスト 5G後半から 6G世代を見据え

た戦略的な知財獲得、標準化活動を実施しているか。 

事業化 

評価 

【重点項目】 

事業化戦略の妥当性 

 ポスト 5G後半から 6G世代を見据えて、実用化・事業化に

向けた計画が中長期的な視点で具体的に検討されており
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  商用化開発または事業化の

見込み 

妥当か。また、その実現に向けて取り組みがなされ、商用

化に向けた開発または事業化の見込みが立っているか。 

 本成果を活用した将来の製品やサービス等は、ポスト 5G

後半から 6G 世代の通信システムに適用され、一定のシェ

ア獲得のポテンシャルまたはデザインインの見込みがあ

るか。 

波及効果  開発される製品・サービスにより、我が国の国民生活や経

済、産業等への波及効果が期待できるか。 

 

<<第 1回>> 

開催日 ：2022 年 10月 27日 

対象テーマ ：2020 年度に採択した 3テーマ(AS-a3、AS-b2、AS-c6)  

 

（４）知財や研究開発データの取扱い 

本事業の成果に依る知的財産や研究開発データの取り扱いについては、経済産業省が定める「委

託研究開発における知的財産マネジメントに関する運用ガイドライン」及びその別冊である「委託

研究開発におけるデータマネジメントに関する運用ガイドライン」に従うことを原則する。 

ＮＥＤＯが委託を行って実施する開発テーマについては、開発テーマ又は開発テーマを構成する

研究項目ごとに知財委員会を委託先に設置し、知財委員会において、研究開発成果に関する論文発

表及び特許等（以下「知財権」という。）の出願・維持等の方針決定等のほか、必要に応じて、知

財権の実施許諾に関する調整等がなされるようＮＥＤＯが助言・指導を行う。 
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４．事業アウトプット 

（１）研究開発目標 

ポスト５Ｇ情報通信システムの開発（委託） 

研究開発項目 実施者 開発対象 開発目標 

(a1)クラウド型

コアの高度化技

術の開発 

日本電気

株式会社 

 

  

3GPPの仕様（リリ

ース 15～17）に準

拠しクラウド基盤上

で動作する 5Gコア

を実現するソフトウ

ェア技術 

・U-planeにおける単位計算リソース当たりのユ

ーザデータの処理性能 

※研究開発開始時点で普及している製品（クラウ

ド基盤上での動作を前提としていないもの）と比

較して同等以上 

※例えば、「Gbps/CPUコア」で表される処理性

能。 

・C-planeにおける単位計算リソース当たりの

制御信号の処理性能 

※研究開発開始時点で普及している製品（クラ

ウド基盤上での動作を前提としていないもの）

と比較して同等以上 

※例えば、「TPS/CPUコア」で表される処理性

能。TPSは、Transaction Per Second を表す。 

(a2)クラウド

型ネットワー

ク統合管理・自

動最適化技術

の開発 

 

楽天モバ

イル株式

会社 

情報通信ネットワ

ークの機能がクラ

ウド基盤を利用し

て提供されること

を前提として、

OSS(Operation 

Support System)及

び MANO 

(Management and 

Network 

Orchestration)

に、ア 

プリケーションの

要求に応じたネッ

トワークスライス

を無線アクセスネ

ットワーク

（RAN:Radio 

Access Network）

からコアまでエン

ドツーエンドで生

成・管理する機能

や、情報通信ネッ

トワークから収集

した情報を基にリ

アルタイムで品質

の監視・劣化予測

等を行う機能及び

当該予測等に基づ

きリアルタイムで

5G 情報通信ネットワークの構築及び運用に関す

る自動化率(※):研究開発開始時点の自動化率

と比較して 30%以上向上 

※構築及び運用に必要な全作業量（例えば、「工

数（人日）」で表される作業量）のうち、自動化

可能な作業量の割合を表す。 
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研究開発項目 実施者 開発対象 開発目標 

計算リソースの最

適配置を行う機能

等を搭載するため

のソフトウェア技

術 

(b1)光伝送シ

ステムの高速

化技術の開発 

富士通株

式会社 

・1 波長当たり最

大伝送速度 1Tbps

以上の光伝送装置

を実現する技術

（当該装置を実現

するためのデバイ

ス・ソフトウェア

等を含む） 

・伝送路運用（伝

送品質、伝送リソ

ース、消費電力 

等）の自動最適化

技術 

＜開発目標＞ 

・光伝送装置にお

け る 1 ポ ー ト

（1Tbps以上）の消

費 電 力 性 能 ：

120mW/Gbps以下 

光伝送装置における 1ポート（1Tbps以上）の消

費電力性能：120mW/Gbps以下 

(b2)光伝送用

ＤＳＰの高速

化技術の開発 

NTT エレ

クトロニ

クス株式

会社 

 

日本電気

株式会社 

 

富士通 

株式会社 

デジタルコヒーレ

ント光伝送で用い

る最大伝送速度

1Tbps 以上の DSP

を実現する技術 

DSP の消費電力性能(W/bps):研究開発開始時点

で普及している製品と比較して 1/5以下 

(b3)微細化の

進展に対応し

た高速不揮発

性メモリ技術

の開発 

国立研究

開発法人

産業技術

総合研究

所 

 

ソニーセ

ミコンダ

クタソリ

ューショ

ンズ株式

会社 

5nm 以降のロジッ

ク半導体製造プロ

セスに対応した不

揮発性メモリアレ

イを実現する技術

（当該メモリアレ

イを実現するため

の素子を含む） 

※当該メモリアレ

イを用いることに

より実現可能な新

たな光伝送技術に

ついても、必要に

応じて、開発対象

・メモリアレイの 1ビット当たり書き込み時間：

10ns以下 

・メモリアレイの 1 ビット当たり書き込みエネ

ルギー：1fJ以下 

・メモリアレイの書き換え可能回数：1015 回以

上 
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研究開発項目 実施者 開発対象 開発目標 

に含めることが可

能。 

(b4)固定無線

伝送システム

大容量化技術

の開発 

日本電気

株式会社 

最 大 伝 送 速 度

25Gbps以上のミリ

波帯固定無線伝送

装置を実現する技

術（当該装置を実

現するためのデバ

イス・ソフトウェ

ア等を含む） 

・伝送速度：25Gbps以上 

・送信パワー：10dBm以上（25Gbps伝送時に達成

すること） 

(b5)バス型伝

送高度化技術

の開発 

日本電気

株式会社 

・ケーブル分岐機

能を備えたバス型

伝送トポロジによ

り島しょ部等にお

いて効率的に伝送

路（基地局～モバ

イルコア区間の

MBH）を構築する技

術 

・給電装置をブラ

ンチ部に設置しな

いバス型伝送シス

テムにおいて、ブ

ランチケーブル長

を延伸する技術 

・トランクからブ

ランチへの給電電

力の高出力化を実

現する技術 

※トランクとはバ

ス型伝送路におい

て共有区間となる

幹線部分を指す。 

※ブランチとはト

ランクからケーブ

ル分岐機能により

枝分かれする支線

部分を指す。 

・トランクからブランチへの給電電力：400W 以

上 

・ブランチ区間長：200km 以上 

光中継装置の消費電力：研究開発開始時の普及

品に対し 20%減 

(b6)超高速光

リンク技術の

開発 

三菱電機

株式会社 

超高速イーサネッ

ト用光デバイスを

実現する技術 

・変調方式：強度変調 

・伝送速度：200Gbps/波長以上 

・ON/OFF比：5dB以上 

・伝送距離：1km以上 

(b7)光スイッ

チ高度化技術

の開発 

株式会社

JVC ケン

ウッド 

 

エピフォ

トニクス

株式会社 

フレックスグリッ

ド用光スイッチの

光学特性向上、入

出力ポート数拡大

を実現する技術 

・挿入損失：8dB以下 

・周波数分解能：6.25GHz 以下 

・スイッチ規模：1xN 型で 1x20 が 4 並列以上、

MxN型で 8x16以上 

※MxN型は Mが入力ポート数、Nが出力ポート数

を表す。1xN型、MxN型の目標値をそれぞれ実現

すること。 
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研究開発項目 実施者 開発対象 開発目標 

・消費電力：研究開発開始時点の普及品に対しポ

ート当たり 50%以上削減 

(c1)仮想化基

地局制御部の

高性能化技術

の開発 

楽天モバ

イル株式

会社 

 

富士通株

式会社 

・ 3GPPの仕様（リ

リース 15~17）に準

拠し、ネットワー

クスライシングに

対応した 5G 基地

局制御部を汎用ハ

ードウェア上で実

現するソフトウェ

ア技術 

※5G基地局制御部

は、「 CU(Central 

Unit) 及 び

DU(Distributed 

Unit)」を表す。 

・5G 基地局制御部に関する単位伝送速度当たり

の CAPEX（設備投資コスト）及び OPEX（運用コス

ト）（円／bps） 

※研究開発開始時点で普及している製品（専用

ハードウェアで機能を実現するもの）と比較し

て 30%以上削減 

・多数同時接続もしくは超低遅延の実現に寄与

する 5G基地局制御部の中核技術に関する性能：

研究開発開始時点で普及している製品（専用ハ

ードウェアで機能を実現するもの）と比較して 3

倍以上（※） 

※例えば、「5G基地局への端末の同時接続数：研

究開発開始時点で普及している製品（専用ハー

ドウェアで機能を実現するもの）と比較して 3

倍」といった形で設定。 

(c2)基地局無

線部の高性能

化技術の開発 

日本電気

株式会社 

 

富士通株

式会社 

・3GPPの仕様（リ

リース 15~17）に準

拠し、ビームフォ

ーミング機能を備

えた 5G 基地局無

線部を実現する技

術（当該装置を実

現するためのデバ

イス・ソフトウェ

ア等を含む） 

※5G基地局無線部

は、RANの機能を低

いレイヤ（Lower 

Layer）で分 

割する場合には

「 RU(Radio 

Unit)」、高いレイ

ヤ(Higher L 

ayer)で分割する

場合には「RU及び

DU」を表す。 

・5G 基地局無線部の単位システム容量当たり装

置 サ イ ズ (m3/(bps/Hz/km2)) 及 び 消 費 電 力

(W/(bps/Hz/km2)) 

(A)研究開発開始時点で普及している製品と比

較して装置サイズ 1/2 以下かつ消費電力同等以

下又は 

(B)研究開発開始時点で普及している製品と比

較して装置サイズ同等以下かつ消費電力 70%以

下 

※システム容量は、単位面積当たり・単位周波数

帯域当たりの伝送速度(bps/Hz/km2)を表す。 

・多数同時接続もしくは超低遅延の実現に寄与

する 5G基地局無線部の中核技術に関する性能：

研究開発終了時点で想定される世界最高水準の

性能（※） 

※例えば、「5G 基地局への端末の同時接続数：X

台／km2」といった形で設定。 

(c3)基地局装

置間の相互接

続性等の評価・

検証技術の開

発 

富士通株

式会社 

 

日本電気

株式会社 

・O-RAN のインタ

ーフェイス仕様に

準拠した装置につ

いて、異なるベン

ダーの装置間の相

互接続性及び当該

接続が情報通信ネ

ットワーク全体に

与える影響を評

価・検証するため

の技術（評価・検証

・海外における評価・検証環境の設置件数：1件

以上 

・開発した技術を用いて相互接続性等の評価・検

証を行った装置の組み合せ： 10通り以上 
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研究開発項目 実施者 開発対象 開発目標 

等に必要なプロセ

ス、ツール、ソフト

ウェア等を含む） 

・当該技術を開発

するための評価・

検証環境の設置 

※複数のベンダー

の装置で基地局を

構成する取組を、

国際的に普及させ

る観点から、 

当該評価・検証環

境は、原則として

海外に設置し、海

外のユーザーのニ

ーズを取り込みな

がら開発を実施す

る。 

(c4)高周波デ

バイスの高出

力・小型化技術

の開発 

住友電気

工業株式

会社 

・高出力の基地局

向け高周波 GaN デ

バイスの製造に用

いる基板の結晶成

長技術 

・当該技術を用い

て製造する基地局

向け高周波 GaN デ

バイス (Sub-6GHz

帯向けデバイス及

びミリ波帯（28GHz

以上）向けデバイ

ス）を実現する技

術 

※当該デバイスを

利用した増幅器

や、基地局への当

該増幅器の搭載を

効率化する上で有

効なモジュール化

技術等について

も、必要に応じて、

開発対象に含める

ことが可能。 

・Sub-6GHz 帯向け高周波 GaN デバイスの出力電

力密度：25W/mm以上 

・ミリ波帯向け高周波 GaN デバイスの出力電力

密度：12W/mm以上 

(c5)高温動作

可能な光接続

技術の開発 

アイオー

コア株式

会社 

・基地局(RU)のア

レイアンテナシス

テム内に搭載可能

なシリコンフォト

ニクス光トランシ

ーバを実現する技

術 

・光トランシーバの消費電力性能：4mW/Gbps 以

下 

・光トランシーバの最大伝送速度：1Tbps/cm2以

上 

・光トランシーバが正常動作可能な環境温度：

100℃以上 
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研究開発項目 実施者 開発対象 開発目標 

・当該トランシー

バを RU のアレイ

アンテナシステム

内に搭載し、アレ

イアンテナとその

制御回路等を光配

線により接続する

ための実装技術

（実装に必要なモ

ジュール化を含

む） 

※アレイアンテナ

システムとは、ア

ンテナアレイとそ

の制御回路等から

成るシステム 

(c6)高周波帯

アンプ一体型

アレイアンテ

ナ実装技術の

開発 

富士通株

式会社 

・ミリ波帯（40GHz

以上）で動作しビ

ーム制御が可能な

アンプ一体型アレ

イアンテナモジュ

ールにおいて、高

い放熱効率を実現

する実装技術の開

発 

・スモールセルや

インドア用途を想

定した高効率なア

ンプを実現する技

術の開発 

・アレイアンテナ素子数：4x4以上 

・熱源（アンプ）からヒートシンクまでの熱抵抗：

1.0K/W以下 

・出力パワー：5mw／アンテナ素子以上（40~50GHz

の場合） 

※出力パワーは、他の周波数帯の場合はスモー

ルセル・インドア用途で必要と認められる値を

設定するものとする 

(c7) 

ＲＡＮ制御高

度化技術の開

発 

日本電気

株式会社 

 

富士通株

式会社 

 

O ― RAN 標 準 の

RIC(RAN 

Intelligent 

Controller) に よ

り産業用途アプリ

ケーションに応じ

た RAN 制御を実現

する技術 

・Non―RT RICの rApp機能もしくは Near-RT 

RICの xApp機能のいずれか、あるいは両方を用

いた、産業アプリケーションに応じた RAN制御

の有効性検証：合計 2件以上 

※有効性検証として、例えばアプリケーション

に応じた制御モデル構築と動作検証、アプリケ

ーションに応じた RAN制御と QoE(Quality of 

Experience)の関係明確化等、産業用途の RIC

活用・製品競争力向上に資すると認められるも

のを実施する。 

※有効性検証において少なくとも 1件は対象と

するアプリケーションで必要な実機を用いたも

のとする。 

・開発した rApp または xApp またはその両方が

動作する RIC と､O-RAN のインターフェイス仕様

に準拠した基地局装置との相互接続性の評価／

検証：異なるベンダーの基地局装置を用いて 2通

り以上 
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研究開発項目 実施者 開発対象 開発目標 

※評価／検証のうち 1 通りは自社開発の基地局

装置を含めることが可能。また、自社開発品では

ない基地局装置を用いた検証が困難な場合は、

O-RAN 準拠製品を模擬できることが確認された

シミュレータや試験装置等を用いてもよい。 

(d1)MEC 向 け

大規模先端ロ

ジックチップ

設計技術の開

発 

株式会社 

ソシオネ

クスト 

・先端ロジック世

代（3nmノード以

降※）の AI処理

可能な SoC設計技

術、スケーラ 

ブルなマルチチッ

プシステム（2.5

次元・3次元実

装、チップレット

パッケージ等の 

SiP(System in 

package)モジュー

ル）を実現するた

めの設計技術、シ

ステムアーキテク

チャ技術、テステ

ィング手法を含む

その他の関連する

設計環境の開発。 

※IEEEの IRDS

（International 

Roadmap for 

Devices and 

SystemsTM）2020 

中の「Logic 

industry “Node 

Range” labeling 

(nm)」における

｢3｣以降を意味す

る。 

・チップレット※1間インターフェイス性能

（FOM※2）：3(Tbps/mm)/(pj/bit)以上 

・SiPモジュール間の帯域：400Gbps以上 

・AI 処理性能（チップレット単体）：20TOPS/W 

以上 

・AI 処理性能（SiP モジュール）：300TOPS 以

上 

※１ SiP 内の単体チップを意味する。 

※２ Figure of Merit の略。１ビットのデー

タ伝送に必要なエネルギー(pJ/bit)で規格化し

た 1mm 当たりのデータ伝送量(Tbps/mm)。FOM 

値が大きいほど高効率なシステムを意味する。 

(d2)MEC サ ー

バー向け広帯

域・大容量メモ

リモジュール

設計技術の開

発 

キオクシ

ア株式会

社 

ビッグデータ処理

向けの低消費電力

かつ広帯域、大容

量なメモリモジュ

ールの設計 

・メモリモジュールの消費電力：40W以下 

・メモリモジュールの容量：2TB以上 

・メモリモジュールの帯域：64GB/s以上 

（e1）端末通信

機能構成技術

の開発 

株式会社 

エイビッ

ト 

・3GPPの仕様（リ

リース 15~17）に準

拠し、超低遅延通

信を実現する通信

機能部を構成する

技術 

・通信設定を柔軟

に変更し様々な用

・超低遅延の実現に寄与する 5G端末通信機能部

の中核技術に関する性能：研究開発終了時点で

想定される世界最高水準の性能 

※例えば、「端末内処理遅延：Ⅹmsec以下」とい

った形で設定。 

・通信設定をユーザーが変更できる機能を具備

すること 
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研究開発項目 実施者 開発対象 開発目標 

途／端末に対応可

能な通信制御技術 

※変更可能な通信設定とは、例えば大容量通信

モードと超低遅延通信モードの切り替え、上下

の帯域割り当て比率等、産業用途で必要と考え

られるものを開発目標として設定。 

・開発した端末通信機能を備えた通信チップ・モ

ジュールと、基地局装置との相互接続性の評価

／検証：異なるベンダーの基地局装置を用いて 2

通り以上 

※相互接続性の評価／検証は少なくとも 1 通り

はローカル 5G基地局を用いての実施を必須とす

る。評価／検証のうち 1 通りは、接続性評価／

検証に必要な機能を備えたシミュレータや試験

装置等を用いてもよい。 

 

先導研究（委託） 

研究開発項目 実施者 開発対象 

（a）ネットワーク

関連技術 

アラクサラネットワークス株式会社 (a1)ネットワーク関連技術 

ソフトバンク株式会社 (a2)リアルタイム制御技術（超低遅

延性） 

APRESIA Systems 株式会社 

富士通株式会社 

株式会社インターネットイニシアテ

ィブ 

国立大学法人東京大学 

(a3)オープンソースソフトウェア

技術（柔軟性・低コスト） 

株式会社東芝 (a4)セキュア通信技術 (超安全性） 

KDDI株式会社 

国立大学法人東京大学 

(a5)クラウドサーバーやＭＥＣサ

ーバーの低消費電力化技術（超低消

費電力性） 

株式会社 Preferred Networks (a5)クラウドサーバーやＭＥＣサ

ーバーの低消費電力化技術（超低消

費電力性） 

（ｂ） 伝送路関連

技術 

国立大学法人東京工業大学 

富士フイルムビジネスイノベーショ

ン株式会社 

国立研究開発法人情報通信研究機構 

(b1)フロントホール（ＲＵ、ＤＵ間）

向け光リンク技術 

国立研究開発法人産業技術総合研究

所 

京セラ株式会社 

(b2)ＭＥＣ内通信向け光インター

コネクト技術 

富士通株式会社 

株式会社 KDDI総合研究所 

(b3)メトロ・長距離網向け光伝送ネ

ットワークの大容量化技術 

沖電気工業株式会社 

国立大学法人東北大学電気通信研究

所 

(b4)光アクセスネットワークの仮

想化技術 

（ｃ） 基地局関連

技術 

国立研究開発法人産業技術総合研究

所 

ＴＤＫ株式会社 

国立大学法人大阪大学 

(c1)新規アンテナ技術 

ルネサスエレクトロニクス株式会社 (c1)新規アンテナ技術 
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Renesas Electronics America Inc. 

国立大学法人広島大学 

三菱電機株式会社 

国立研究開発法人産業技術総合研究

所 

(c2)ミリ波・テラヘルツ帯向け集積

回路技術 

株式会社ダイセル (c3)新規基板材料等の高機能材料

技術 

三菱電機株式会社 

学校法人湘南工科大学 

(c4)基地局増幅器のための広帯域

化回路技術 

富士通株式会社 (c5)ソフトウェア基地局の自動最

適化技術 

楽天モバイル株式会社 

日本電気株式会社 

ＮＥＣネッツエスアイ株式会社 

国立大学法人東京大学 

(c6)基地局の仮想化、柔軟化技術 

（ｄ）革新的応用シ

ステム技術 

株式会社日立製作所 (d1)デジタルツイン実現のための

高精度測位・同期制御技術 

株式会社東芝 (d2)ＭＥＣ利用によるアダプティ

ブロボット群リアルタイム制御技

術 

国立大学法人北海道大学 

ＢＩＰＲＯＧＹ株式会社 

株式会社テクノフェイス 

(d3)革新的応用システム基盤技術 

株式会社エムスクエア・ラボ (d3)革新的応用システム基盤技術 

国立研究開発法人情報通信研究機構 

日本電波工業株式会社 

国立大学法人東京大学 

国立大学法人広島大学 

国立大学法人東北大学 

(d3)革新的応用システム基盤技術 

（ｅ）ＭＥＣ関連技

術 

セイコーＮＰＣ株式会社 (e1)MEC を構成する半導体、周辺デ

バイス等の高性能化・低遅延化 

日本電気株式会社 (e2)クラウドサーバーや MECサーバ

ーの低消費電力化技術（超低消費電

力性） 
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（２）研究開発の成果 

ポスト５Ｇ情報通信システムの開発（委託） 

 

番号 研究開発項目 実施者 PJ 

ステータ

ス 

主な成果 

A-a1 （ａ）

コアネ

ットワ

ーク 

（a1）ク

ラ ウ ド

型 コ ア

の 高 度

化 技 術

の開発 

日 本 電

気 株 式

会社 

ステージ

ゲート通

過 

 クラウドネイティブなソフトウェアアー

キテクチャで、3GPP 標準のコアネット

ワーク機能のうちデータ通信制御にかか

わる機能実装を実現した。 

 データプレーン制御に関して、パケット

転送効率の向上を図り、中間目標の 

110Gbps/KWを達成した。 

A-a2 （a2）ク

ラ ウ ド

型 ネ ッ

ト ワ ー

ク 統 合

管理・自

動 最 適

化 技 術

の開発 

楽 天 モ

バ イ ル

株 式 会

社 

事業終了 

 

・ AI を用いた完全仮想化 5G スライスオー

ケストレーション高度化技術を他社に先

駆けて開発した。 

・ ネットワークスライスの運用自動化やオ

ーケストレーションを可能にし、柔軟、

簡易、正確、効率的な運用システムの提

供を実現した。 

・ ネットワークスライスの構築から運用に

おける自動化率目標 70%に対して、77.5%

と目標を上回る成果を達成した。 

・ 2023年を目途に自社商用 5G SAネットワ

ークに本技術を導入し、ネットワークサ

ービスの提供開始予定である。 

・ 2023年を目途に本開発技術を組み込んだ

モバイルプラットフォーム「Symworld™」

を世界の通信キャリアに拡販予定であ

る。 

・ 本開発技術関連の特許を 170本出願済。 

・ 24本の学会/講演会発表を実施済。 

A-b1 （ｂ） 

伝送路 

（b1）光

伝 送 シ

ス テ ム

の 高 速

化 技 術

の開発 

富 士 通

株 式 会

社 

ステージ

ゲート通

過 

 サブシステムについて、DSPの原理試作

を搭載した検証機試作の詳細設計と作成

を完了した。 

 テラビット光伝送システムの検証機試作

の詳細設計を完了し、水冷方式について

性能評価・着脱構造検証および気密性試

験を実施し目標性能の達成を確認した。 

 ネットワーク制御について検証機試作に

搭載可能なモニタリングアルゴリズムの

設計を完了した。 
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番号 研究開発項目 実施者 PJ 

ステータ

ス 

主な成果 

A-b2 （b2）光

伝 送 用 

DSP の

高 速 化 

技 術 の

開発 

NTTエレ

ク ト ロ

ニ ク ス

株 式 会

社 

富 士 通

株 式 会

社 

日 本 電

気 株 式

会社 

ステージ

ゲート通

過 

 プラットフォーム全体でのシミュレーシ

ョンによる動作検証等を完了した。 

 原理試作設計を完了し、ファブでの LSI

製造工程に移行した。 

 評価用ボードの設計を行い、ボードの製

造を完了した。 

 原理試作 LSIの製造を完了、評価ボード

に搭載し評価を開始、基本動作を確認

し、性能評価を実施中である。 

A-b3 （b3）微

細 化 の

進 展 に

対 応 し

た 高 速

不 揮 発

性 メ モ

リ 技 術

の開発 

国 立 研

究 開 発

法 人 産

業 技 術

総 合 研

究所 

ソ ニ ー

セ ミ コ

ン ダ ク

タ ソ リ

ュ ー シ

ョ ン ズ

株 式 会

社 

ステージ

ゲート通

過 

 300mmプロセス用スパッタ成膜の導入・

立ち上げ完了した。 

 低温成長プロセスを適用することで室温

成長より低い磁気ダンピングを持つ記録

層の作製に成功し書き込みエラー率の低

減に寄与する技術を確立した。 

 低温成長プロセスを用いて新たな記録層

の作製に成功した。 

 2021年 12月光ネットワークシステム、

光伝送方法および通信装置に関する特

許を出願済。 

A-b4 （b4）固

定 無 線

伝 送 シ

ス テ ム

大 容 量

化 技 術

の開発 

日 本 電

気 株 式

会社 

2023 年 3

月頃にス

テージゲ

ート実施

予定 

 GaN MMICの高周波シミュレーションで、

利得 16dB、飽和出力 29dBmを達成した。 

 パッケージの高周波シミュレーション

で、通過特性 0.3dB程度を達成した。 

 SiGe MMICの高周波シミュレーションで、

変換損失 11dB、IIP3 14dBm を達成した。 

 E 帯 2 波による 20Gbps 無線伝送、E 帯 3

波による 25Gbps無線伝送を達成した。 

 E 帯とマイクロ波帯を組み合わせた論理

リンクで、帯域利用効率 99%以上を実現

した。 
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番号 研究開発項目 実施者 PJ 

ステータ

ス 

主な成果 

A-b5 （b5）バ

ス 型 伝

送 高 度

化 技 術

の開発 

日 本 電

気 株 式

会社 

2023 年 3

月頃にス

テージゲ

ート実施

予定 

・ケーブルの給電技術の研究開発 

高出力電源供給回路：デバイス選定中で数

種の回路から最適回路の評価・選定を進め

ている。 

・高効率海底光中継器の研究開発 

光アンプユニット試作と検証：省電力光ア

ンプ回路の特性評価を進めており、目標と

している効率向上が確認されている。 

A-b6 （b6）超

高 速 光

リ ン ク

技 術 の

開発 

三 菱 電

機 株 式

会社 

2023 年 3

月頃にス

テージゲ

ート実施

予定 

・高速動作と高消光の両立が可能な、EML

チップの基本構造の検討を完了した。 

・PAM4 変調の電気信号に対するデバイス

の光波形を計算するシミュレータを構築

した。高周波特性のフィージビリティ検討

を実施し、45GHzを超える高周波帯域にお

いても想定外の特性劣化が無いことを確

認した。 

A-b7 （b7）光

ス イ ッ

チ 高 度

化 技 術

の開発 

株 式 会

社 JVC

ケ ン ウ

ッド 

エ ピ フ

ォ ト ニ

ク ス 株

式会社 

2023 年 3

月頃にス

テージゲ

ート実施

予定 

・超高解像度 LCOS 開発に向けた準備とし

て、小規模 LCOS チップを設計し、試作の

ための出図を完了した。また消費電力 50%

削減を目指した低消費電力化の取り組み

を実施し、その効果をシミュレーションに

て確認した。 

・超高解像度 LCOS を搭載した大規模 WSS

の準備として、小規模 WSS を用いた光学

系の原理検証を実施した。また、温度制

御不要の低消費電力 LCOS 制御方法を考

案した。 

A-c1-1 （ｃ） 

基地局 

（c1）仮

想 化 基

地 局 制

御部 の

高 性 能

化 技 術

の開発 

富 士 通

株 式 会

社 

ステージ

ゲ ー ト

通過 

・3GPP リリース 15 に準拠した 5G Stand 

Alone（SA）機能（高速大容量）の研究開発

を完了し、その成果を適用したローカル 5G

システム「FUJITSU Network PW300」の商品

化を行った。 

・3GPP リリース 16､17 に準拠したポスト 5G

機能（高信頼低遅延、多数端末接続）の研

究開発を 2023 年 3 月に完了予定である。 
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番号 研究開発項目 実施者 PJ 

ステータ

ス 

主な成果 

A-c1-2 （c1）仮

想 化 基

地 局 制

御部 の

高 性 能

化 技 術

の開発 

楽 天 モ

バ イ ル

株 式 会

社 

ステージ

ゲート

通過 

・エンドツーエンドで完全仮想化された 5G

モバイルネットワークの開発、および、

無線アクセスネットワーク（RAN）のネッ

トワークスライシングを実現した。 

・Sub6 およびミリ波を活用し、新たに開発

したプラットフォーム上で通信速度およ

びユーザー数を最大化できることを試験

環境上で確認した。 

・海外の通信キャリア向けにも完全仮想化

クラウドネイティブモバイルネットワー

クの開発等を支援中である。 

A-c2-1 （c2）基

地 局 無

線 部 の

高 性 能

化 技 術

の開発 

富 士 通

株 式 会

社 

ステージ

ゲート通

過 

 28Ghz用シングルビーム用 RFICの開発を

完了し製品化へ繋げた。引き続きマルチ

ビーム用 RFIC の試作、評価を進めてい

る。 

 ポスト 5G向け無線装置（RU）制御部の開

発を完了した。 

A-c2-2 （c2）基

地 局 無

線 部 の

高 性 能

化 技 術

の開発 

日 本 電

気 株 式

会社 

ステージ

ゲート

通過 

・基地局デバイス開発は、DAC/ADC コア部

のテストチップ製造、評価を行い、目標

特性到達を確認した。またデバイス設計

を進め中間設計見積で従来比 50%以下の

消費電力を達成した。 

・BF 係数算出処理へのベクトルプロセッ

サ適用、復調処理 IP 開発にて演算処理部

消費電力 70%削減の見込みを得た。 

・低演算量の受信 BF ウェイト計算方式開

発等を行い、シミュレーションにて低遅

延通信可能端末数の倍増を確認した。 

A-c3 （c3）基

地 局 装

置 間 の

相 互 接

続 性 等

の評価・

検 証 技

術 の 開

発 

富 士 通

株 式 会

社 

日 本 電

気 株 式

会社 

ステージ

ゲート通

過 

 異なるベンダー装置（基地局無線機(RU)

と制御部(CU/DU)）間で相互接続性を迅速

に検証するため、検証を自動で行うツー

ルを開発し、検証の効率化 30%を実現し

た。 

 また、O-RAN 市場として期待できる北米

と英国に、今回の成果を適用した検証環

境を構築した。 
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番号 研究開発項目 実施者 PJ 

ステータ

ス 

主な成果 

A-c4 （c4）高

周 波 デ

バ イ ス

の 高 出

力・小型

化 技 術

の開発 

住 友 電

気 工 業

株 式 会

社 

ステージ

ゲ ー ト

通過 

・既存の Ga 極性より大電流化ができる N

極性の GaN 結晶の高品質化を実現し、そ

してゲート絶縁膜に世界初のハフニウム

（Hf）系の高耐熱高誘電材料を適用した

窒化ガリウムトランジスタ(GaN-HEMT)を

開発し、良好な高周波特性を実現した。 

・本研究開発の成果に関して、学会発表：

13件、社外講演：1 件、展示会：1件、プ

レスリリース：1件を実施した。 

・本開発技術関連の特許を 8 件出願済、3

件出願準備中。 

A-c5 （c5）高

温 動 作

可 能 な

光 接 続

技 術 の

開発 

ア イ オ

ー コ ア

株 式 会

社 

ステージ

ゲ ー ト

通過 

・50G動作受光素子、変調器搭載の Siフォ

ト光回路を新規に開発し、50G 動作を確

認した。 

・光モジュール構造を複数試作し、伝送/

信頼性試験等を実施し、Board to Board

構造の最終構造を選定した。 

・本技術の実用化に向けてシステムベン

ダーとの協議を開始した(2022年 3月）。 

A-c6 （c6）高

周 波 帯

ア ン プ

一 体 型

ア レ イ

ア ン テ

ナ 実 装

技 術 の

開発 

富 士 通

株 式 会

社 

2023 年 3

月頃にス

テージゲ

ート実施

予定 

 アレイアンテナ一体型パッケージ技術に

おいて、AiP と RF ボード間の熱抵抗 0.5 

K/W を達成する基本構造の策定と実証完

了に向け、熱シミュレーションを活用し

た AiPの放熱解析を完了した。 

 VH偏波 16ch BFICの開発（高効率アンプ

技術開発）において、RFICに必要な要素

回路の設計レイアウトを完了した。 

 高出力フロントエンドの開発（高効率ア

ンプ技術開発）において、ミリ波ドハテ

ィ回路に必要となる要素技術の設計を完

了し、目標達成に必要な設計情報を全て

取得した。 

A-c7-1 （ c7 ）

RAN 制

御 高 度

化 技 術

の開発 

富 士 通

株 式 会

社 

2023 年 3

月頃にス

テージゲ

ート実施

予定 

・アプリケーションや環境状況に応じた

無線ネットワーク(RAN)の最適制御の実

現に向け、ネットワークからデータを収

集し、人工知能や機械学習を用いて RAN

の状態やアプリケーションの QoE を分析

し、RAN を最適化する RIC アーキテクチ

ャ設計を完了した。 

・アプリケーションに応じたネットワー

ク制御の有効性検証として、TV会議、VR

ゴーグル(現場作業のリモート支援)のユ

ースケースを選定した。 

・MWC2022にて、本開発技術テーマの発表

を実施した。 
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番号 研究開発項目 実施者 PJ 

ステータ

ス 

主な成果 

A-c7-2 （ c7 ）

RAN 制

御 高 度

化 技 術

の開発 

日 本 電

気 株 式

会社 

2022 年 3

月 頃 に

ス テ ー

ジ ゲ ー

ト 実 施

予定 

・産業アプリ高性能化のため、通信要件の

未達率を低減するメカニズムを明確化し

て無線制御 AIを設計し、シミュレータ設

計を完了した。 

・無線制御 AIを活用した学習型通信分析・

制御機能を実現するため、制御対象 UEを

絞り込む仕組みを導入して、RIC アーキ

テクチャ設計および rApp/xApp の方式設

計を完了した。 

・学習型通信分析・制御方式の開発に関連

して、1件の国内特許、2件の PCTを出願

済。 

A-d1 （ ｄ ）

MEC 

（ d1 ）

MEC 向

け 大 規

模 先 端

ロ ジ ッ

ク チ ッ

プ 設 計

技 術 の

開発 

株 式 会

社 ソ シ

オ ネ ク

スト 

2023 年 1

月頃にス

テージゲ

ート実施

予定 

・世界最先端の半導体プロセス 3nmを用

いたシリコンチップの論理構成、ブロッ

クダイアグラムや実証チップフロアプラ

ンの検討を完了した。 

・シミュレーションで最終目標値である

チップレット間 I/F性能３

(Tbps/mm)/(pJ/bit)を満たす目途を立て

た。 

A-d2 （ d2 ）

MEC サ

ー バ ー

向 け 広

帯域・大

容 量 メ

モ リ モ

ジ ュ ー

ル 設 計

技 術 の

開発 

キ オ ク

シ ア 株

式会社 

ステージ

ゲート通

過 

 メモリコントローラー間を接続する高

速トランシーバー(56Gbps)を開発し、

成果を IEEE ESSCIRS で発表するととも

にニュースリリースを実施した。 

 フラッシュメモリアクセス遅延を隠蔽

するプリフェッチアルゴリズムを開発

した。 

 フラッシュメモリとの高速インターフ

ェースを開発した。 

・100GHz 帯を用いた三次元計測評価機、構

成手法、および伝送路モデルを開発し

た。 
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番号 研究開発項目 実施者 PJ 

ステータ

ス 

主な成果 

A-e1 （ｅ） 

端末 

（e1）端

末 通 信

機 能 構

成 技 術

の開発 

株 式 会

社 エ イ

ビット 

国 立 大

学 法 人

大 阪 大

学 

国 立 研

究 開 発

法 人 情

報 通 信

研 究 機

構 

2023 年 3

月頃にス

テージゲ

ート実施

予定 

 超低遅延 SDR（Software Defined Radio）

対応 5G 半導体チップのアーキテクチャ

設計を完了し、低遅延を実現する無線ア

サイン方式の仕様策定を完了した。 

・端末スライシングを実現するために、HW 信

号処理部とプロトコル処理部を分離した

ソフトウェア無線を採用し、スライシング

制御方式のアーキテクチャ検討を完了し

た。 
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先導研究（委託） 

番号 研究開発項目 実施者 PJ 

ステー

タス 

主な成果 

AS-a1 (a)ネッ

ト ワ ー

ク 関 連

技術 

(a1) ネ

ッ ト ワ

ー ク 統

合 管 理

技術（超

高 信 頼

性） 

アラクサラ

ネットワー

クス株式会

社 

ステー

ジゲー

ト通過 

・ネットワークセンサ装置プロトタ

イプの試作を完了した。 

・ネットワークの収集・分析・可視

化・監視機能実現に向けた基本的

な技術項目のリスト化を完了し

た。 

・リソース統合管理技術のプロトタ

イプで、情報収集プローブパスの

導出、機能リソースの最適配分を

60秒以内で導出した。 

・特許 1件出願済。 

AS-a2 (a2) リ

ア ル タ

イ ム 制

御 技 術

（ 超 低

遅延性） 

ソフトバン

ク株式会社 

ステー

ジゲー

ト通過 

・ 遅延時間制約を満たしながら、必

要な処理レートを実現する手法を

開発する事を目的に、必要となる

制御システムの要件定義、方式設

計を行った。 

・ アプリケーションを多段 MEC に分

散配置する配置アルゴリズム及び

資源管理・情報収集システムの各

プロトタイプを実装し、シミュレ

ーションにより効果を確認した。 

AS-a3 (a3) オ

ー プ ン

ソ ー ス

ソ フ ト

ウ ェ ア

技術（柔

軟性・低

コスト） 

APRESIA 

Systems 株

式会社 

富士通株式

会社 

株式会社イ

ンターネッ

トイニシア

ティブ 

国立大学法

人東京大学 

事業終

了 

 産業用途拡大に必要不可欠となる

低コスト、柔軟性のある商用利用

可能なオープンソースソフトウェ

ア（OSS）ベースで SA対応した 5G

コ ア の ノ ー ド 機 能 開 発 及 び

Local5G システム全体のシステム

品質評価、維持・管理技術を開発し

た。 

 オープンな機能を盛り込んだ

Local5Gシステムを製品化し、製品

価格帯を 1/10 程度に低減して販

売を開始した。 



57 
 

番号 研究開発項目 実施者 PJ 

ステー

タス 

主な成果 

AS-a4 (a4) セ

キ ュ ア

通 信 技

術（超安

全性） 

株式会社東

芝 

ステー

ジゲー

ト通過 

・ チップベース QKDの光学系チップ

を試作、送信器の光学系制御機能

である「光レーザー発振」、「光量

子生成」、「位相変調」の各機能に

関する動作を実証した。 

・ 鍵蒸留信号処理機能において、構

成要素単体でのハードウェア設

計・動作確認を完了した。目標の

1Uサイズに収まる見通しを得る

とともに、各種エラー発生時のワ

ーストケースにおいて、鍵蒸留処

理のスループットが 3.5Mbps程度

となることを確認した。 

・ QKD多重化シミュレータの実装を

完了し、多重化数 4での基本動作

として、鍵生成速度のスケーラビ

リティを確認した。 

AS-a5-1 (a5) ク

ラ ウ ド

サ ー バ

ーや MEC

サ ー バ

ー の 低

消 費 電

力 化 技

術 （超

低 消 費

電力性） 

KDDI 株式会

社 

国立大学法

人東京大学 

ステー

ジゲー

ト通過 

・ モバイル網において最も電力消費

量が大きい RAN 機能を対象とし

て、CPU、GPU、FPGAの 3種類にお

ける評価実験を実施し、FFT/iFFT、

サブキャリア変調、FECにおいて電

力効率が既存仮想化技術に対して

高いことを確認した。 

・ GAN を用いてアプリケーションの

特性を表現したトラヒックの時系

列データを直接生成する手法を確

立した。 

・ 総合試験に向け、解析に利用する

パラメータとして、O-RANインター

フェイスを参照し、候補 5 種類を

導出した。 
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番号 研究開発項目 実施者 PJ 

ステー

タス 

主な成果 

AS-a5-2 株 式 会 社

Preferred 

Networks 

ステー

ジゲー

ト通過 

・ MEC サーバーへの適用を目的とし

た新規アクセラレータシステムの

基本アーキテクチャおよび命令セ

ットアーキテクチャの設計を完了

した。 

・ テストチップ設計を行い、アクセ

ラレータシステムとして当初目標

を 上 回 る 性 能 （ 処 理 速 度

52.4TFlops、消費電力 49.152W）が

得られる目処を立てた。 

・ テストチップ設計が完了し、テー

プアウトに向けた準備が整った。 

・ アクセラレータシステムの評価基

板の設計、ソフトウェアの開発に

ついて、予定通り進捗中である（一

部前倒し）。 

・ キャリアを中心としたエコシステ

ムが構築されると想定しており、

包括的なプロセスの中で本テーマ

の成果を意識した会話を始めてい

る。 

AS-b1 (b) 伝

送 路 関

連技術 

(b1) フ

ロ ン ト

ホ ー ル

（RU、DU

間）向け

光 リ ン

ク技術 

国立大学法

人東京工業

大学 

富士フイル

ムビジネス

イノベーシ

ョン株式会

社 

国立研究開

発法人情報

通信研究機

構 

ステー

ジゲー

ト通過 

・ モノリシック集積用波長 1.1 μm

帯で 50Gbps 以上の高速動作を達

成。単一モード化とモードフィー

ルド径拡大について、MFD 7mm, 

SMSR>30dBを達成した。 

・ 300fJ/bit 以下の低消費電力動作

を達成、ﾁｯﾌﾟｻｲｽﾞ 1 mm2以下 12ch 

VCSELアレイを実現した｡ 

・ 2 波長の VCSEL を用いた一芯双方

向接続を実証し、50 Gbps/ch、1km

伝送を達成した。 
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番号 研究開発項目 実施者 PJ 

ステー

タス 

主な成果 

AS-b2 (b2)MEC

内 通 信

向 け 光

イ ン タ

ー コ ネ

ク ト 技

術 

国立研究開

発法人産業

技術総合研

究所 

京セラ株式

会社 

事業終

了 

 50mm 角サイズ 10Tbps 光電コパッ

ケージ実現に向け、フリップチッ

プ型および薄膜光源の高密度実装

工法を決定し、高密度の電気およ

び光配線技術を確立した。低消費

電力化（現行品の半分以下）、高信

頼性（バックアップ）、高速化（4光

波混合による信号劣化を回避）を

可能とする構成モデルを決定し

た。 

 本開発技術関連の特許を 1 件出願

済、3件出願準備中。 

 本研究の成果発表（学会・講演）を

3件実施した。 

AS-b3 (b3) メ

トロ・長

距 離 網

向 け 光

伝 送 ネ

ッ ト ワ

ー ク の

大 容 量

化技術 

富士通株式

会社 

株 式 会 社

KDDI 総合研

究所 

ステー

ジゲー

ト通過 

 光ファイバの追加なしに伝送容量

を増大するため、波長多重度 3～10

倍の伝送性能を確認するマルチバ

ンド伝送路シミュレータを確立、

また実機評価系を構築した。 

 数千パターンのシミュレーション

を現実的な時間で実行するため、

高速シミュレータを確立し、1パタ

ーンあたりの実行時間を 24 時間

から 1秒に時短した。 

 C（1530nm～1565nm）S バンド

（1460nm～1530nm）、、CLバンド

（1565nm～1625nm）の一括波長変

換を実機で構築し、実機評価系の

基本構成を構築した。 

 各バンドの増幅器を試作、評価し、

伝送性能を確認した。 

AS-b4 (b4) 光

ア ク セ

ス ネ ッ

ト ワ ー

ク の 仮

想 化 技

術 

沖電気工業

株式会社 

国立大学法

人東北大学 

ステー

ジゲー

ト通過 

 仮 想 PON （ Passive Optical 

Network）プラットフォームの構

築、及び他のスライスに影響する

ことなく 250usec 以下の帯域割当

が実現できるマルチ DBA（Dynamic 

Bandwidth Allocation)基本機能

を確立した。 

 最適資源 AI 予測方式及び基礎ア

ルゴリズムを確立し、20%のネット

ワーク資源利用効率の改善の見通

しを得た。 
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番号 研究開発項目 実施者 PJ 

ステー

タス 

主な成果 

AS-c1-1 （c）基

地 局 関

連技術 

(c1) 新

規 ア ン

テ ナ 技

術 

国立研究開

発法人産業

技術総合研

究所 

TDK 株式会

社 

国立大学法

人大阪大学 

ステー

ジゲー

ト通過 

・ 170 GHz帯までの誘電率計測を精

度 0.4%、誘電正接計測を精度 9%

で確立した 

・ 100 GHz超までの材料計測に基づ

き基板材料および導体層プロセス

の決定をした。選定した基材で

285 GHzにおいて、アレイアンテ

ナの実現をシミュレーションによ

り数値的に確認した。 

・ COP銅張基板を用いて、140 GHz帯、

220 GHz帯、300 GHz帯の静的メタ

サーフェス反射板を設計した。140 

GHz 帯は前倒しで実証まで実施し

た。 

AS-c1-2 ルネサスエ

レクトロニ

クス株式会

社 

Renesas 

Electronics 

America 

Inc. 

ステー

ジゲー

通過ト 

 パワーアンプの性能をシミュレー

ション/実チップで検証し、概ね目

標値を達成した。 

1. P1dB：20.5dBm(達成) 

2. EVM3%以下のバックオフ電

力：14.2dBmm(達成) 

3. 消費電力：138mW(未達成：目

標 105mW) 

4. LOリーク：-40dBc(達成：シ

ミュレーション) 

AS-c2 (c2) ミ

リ波・テ

ラ ヘ ル

ツ 帯 向

け 集 積

回 路 技

術 

国立大学法

人広島大学 

三菱電機株

式会社 

国立研究開

発法人産業

技術総合研

究所 

ステー

ジゲー

ト通過 

・ 高周波プローブによる DC～500 

GHzでの伝送・反射特性の高精度

測定技術を確立し、測定精度 7 %

を達成した。 

・ TEG(Test Element Group)評価結

果より計算した性能と実測値の

比較を行い、目標（設計値と実測

値の差：15 %以内）達成を確認し

た。 

・ 本開発技術関連の特許を 2 件出

願準備中。計測技術に関する標準

化活動に参加（IEEE P2822）。 
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番号 研究開発項目 実施者 PJ 

ステー

タス 

主な成果 

AS-c3 (c3) 新

規 基 板

材 料 等

の 高 機

能 材 料

技術 

株式会社ダ

イセル 

ステー

ジゲー

ト通過 

・ 次世代超ローロス低誘電材料とし

て候補材料 B を選択し、熱硬化性

に変成し誘電率 2.44/誘電正接

0.00137を達成した。 

・ 平滑導体と低誘電材料の高信頼性

接合として、銅箔と候補材料 B の

ピール強度 5.3N/cmを達成した。 

・ テラヘルツ帯通信用材料の測定技

術開発の評価に先立ち、候補材料 B

の誘電率および誘電正接を従来の

測定方法(共振法および準光学型

分光法)により測定し比較データ

を取得した。 

AS-c4 (c4) 基

地 局 増

幅 器 の

た め の

広 帯 域

化 回 路

技術 

三菱電機株

式会社 

学校法人湘

南工科大学 

ステー

ジゲー

ト通過 

・ 広帯域 GaN 増幅器技術開発におい

て、800MHz～5000MHzの 4200MHz帯

域にわたって、目標となる 6dB バ

ックオフ時の効率 30%以上を達成

する回路の設計を完了した。 

・ 周辺 RF-IC チップセット要素技術

開発において、4000MHz帯域動作に

対応した歪補償 RF-IC の構成検討

を完了した。 

・ 多数接続対応送信系開発におい

て、1.4MHz×100波の歪補償を含む

歪測定系の構築を完了した。 

AS-c5 (c5) ソ

フ ト ウ

ェ ア 基

地 局 の

自 動 最

適 化 技

術 

富士通株式

会社 

ステー

ジゲー

ト通過 

 汎用サーバー+アクセラレータで

動作するソフトウェア基地局の性

能向上、ソフトウェア開発工数削

減を目的とし、以下を開発した。 

➢ 基地局 C コードを自動解析

し、処理のボトルネック箇

所を可視化/検出する機能 

➢ アクセラレータの利用を前

提とし、コード変換により

ボトルネック箇所を自動最

適化する機能 

 本開発技術の適用で、現状の 3 倍

以上のスループット向上、開発工

数の 55％削減を確認した。 
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番号 研究開発項目 実施者 PJ 

ステー

タス 

主な成果 

AS-c6 (c6) 基

地 局 の

仮想化、

柔 軟 化

技術 

楽天モバイ

ル株式会社 

日本電気株

式会社 

NEC ネッツ

エスアイ株

式会社 

国立大学法

人東京大学 

事業終

了 

 キャリア 5G向け CU/DUとローカル

5G向け CU/DUを同時にキャリア 5G

コアに接続する技術を確立。共用

コアに異なる PLMN（識別番号）を

収容し、端末接続、データ通信が正

常に出来ることを確認した。 

 キャリア 5G向け CU/DUとローカル

5G 向け RU との O-RAN インターフ

ェイスをベースとした接続検証を

完了し、端末接続が正常に出来る

ことを確認した。 

 ローカル 5G とキャリア 5G を一つ

の筐体で収容する「共用 RU」に関

して、低消費電力化と小型化を重

要な観点として検討を進め、課題

要件を抽出した。 

 ローカル 5G 普及研究会にて本テ

ーマにおける成果を展開。アンケ

ート結果により本テーマのビジョ

ンが事業化に有用であることを確

認した。 

 知財出願 2 件。論文掲載 2 件。講

演 14件。 

AS-d1 (d)革新

的 応 用

シ ス テ

ム技術 

(d1) デ

ジ タ ル

ツ イ ン

実 現 の

た め の

高 精 度

測位・同

期 制 御

技術 

株式会社日

立製作所 

ステー

ジゲー

ト通過 

 無線測位と光学測位のそれぞれの

基本検討と、無線・光学ハイブリッ

ド測位方式の概念設計を終え、ハ

イブリッド測位方式の実装検討に

て測位誤差 10cm以下を達成した。 

 工 業 製 品 欠 陥 検 査 に お い て

XDOC(eXplainable Deep One-

class Classification)にて実証

し、推論時間<10msecを達成した。 

 超多数接続を見据えたエネルギー

情報取得ハードウェアの設計を完

了した。エネルギー節減効果のシ

ミュレーションに向けた典型的マ

イクログリッドの需給パターンを

設定完した。エネルギー制御細粒

度設計完了を達成見込みである。 

 機密データを保護する連合学習の

新アルゴリズム設計および簡易シ

ミュレーション評価によるアルゴ

リズム動作の確認を完了した。 
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番号 研究開発項目 実施者 PJ 

ステー

タス 

主な成果 

AS-d2 (d2)MEC

利 用 に

よ る ア

ダ プ テ

ィ ブ ロ

ボ ッ ト

群 リ ア

ル タ イ

ム 制 御

技術 

株式会社東

芝 

ステー

ジゲー

ト通過 

 ローカル 5G 基地局および MEC サ

ーバーを設置し、動的経路制御等

のソフトウェアを実装。AMR受信電

力変動に応じた制御周期ならびに

走行経路の自動切替動作を確認し

た。 

 協調搬送用 AMR2台を試作、自律ド

ッキングならびにかご台車の協調

搬送動作を確認。CEATEC2022にて

デモ展示実施した。 

 国内学会 2件、国際学会 2件発表。

モノづくり日本会議第 41 回新産

業技術促進検討会シンポジウムに

て講演。 

AS-d3-1 (d3) そ

の 他 の

革 新 的

応 用 シ

ス テ ム

基 盤 技

術 

国立大学法

人北海道大

学 

BIPROGY 株

式会社 

株式会社テ

クノフェイ

ス 

ステー

ジゲー

ト通過 

 圧力・温度センサアレイを用いて

深さと弾性の定量化を行い、触診

のための指にはめる小型センサを

設計・開発した。 

 触診におけるマルチモーダル情報

を、遠隔医療を目的として、４K動

画信号への埋込・転送・誤り訂正・

分離・再生のためのシステム設計・

実装を行った。 

 デジタル化・伝送された触覚を再

現するデバイスの開発を行った。 

 上記触覚センシング・デジタル化・

転送・再現からなる全体システム

遅延の最小化を行い、目標である

270ms を大きく短縮する 150ms を

達成した。 

AS-d3-2 株式会社エ

ムスクエア・

ラボ 

ステー

ジゲー

ト通過 

・ 農業支援等を目指したパブリック

網（5G／ポスト 5G）を利用する自

動走行システムアーキテクチャを

策定した。 

・ 本システムを構築する各種プラッ

トフォームについて、試作を完了

し検証を実施した。 
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番号 研究開発項目 実施者 PJ 

ステー

タス 

主な成果 

AS-d3-3 国立研究開

発法人情報

通信研究機

構 

日本電波工

業株式会社 

国立大学法

人東京大学 

国立大学法

人東北大学 

国立大学法

人広島大学 

ステー

ジゲー

ト通過 

 通信デバイス(Wi-Wi ﾃﾞﾊﾞｲｽ)の開

発では、試作開発において、重要な

性能である時刻同期精度が、従来

技術(GPS/PTP)に比べ、1/10の高精

度なレベルを実現できた。 

 通信デバイスに内蔵する発振器の

開発では、目標性能を実現できた

ことで、今後の通信デバイスの最

終目標に向けた性能向上の見込み

を得ることができた。 

 時刻同期技術関連する学会発表、

講演等を 12 件実施した。 

AS-e1 （e）

MEC

関 連

技術 

(e1)MEC

を 構 成

す る 半

導体、周

辺 デ バ

イ ス 等 

の 高 性

能化・低

遅延化 

セイコーNPC

株式会社 

ステー

ジゲー

ト通過 

 位相ジッタ中間目標 50fs_Max(事

業項目②) をウェハ試作での実機

評価にて達成を確認した。 

 周波数精度中間目標(-40～125℃)

で±20ppm(事業項目①) をウェハ

試作での実機評価にて達成を確認

した。 

 最大動作周波数中間目標 500MHz

についてウェハ試作での実機評価

にて 500MHz での出力動作を確認

した。 

AS-e2 (e2) ク

ラ ウ ド

サ ー バ

ーや MEC

サ ー バ

ー の 低

消 費 電

力 化 技

術（超低

消 費 電

力性） 

日本電気株

式会社 

ステー

ジゲー

ト通過 

 MEC サーバー向けベクトルプロセ

ッサの LSI 構成を具体化し、推定

電力当たり性能が、目標である電

力当たり性能 4 倍の 80%の精度に

収まることを確認するとともに、

現行製品の電力と HW エミュレー

タでの電力見積り結果の比較か

ら、±20%以内の精度であることを

確認した。 

 LSI 全体の電力制御方式および電

力管理アルゴリズムを確立し、機

能シミュレータ、HWエミュレータ

を用いて規定電力下で電力を制御

できることを確認した。 

 

（３）活動指標  

年度 論文数 国内特許出願 国外特許出願 PCT出願 

2020年 2 件 7件 1件 6件 

2021年 11 件 38 件 74件 97件 

2022年(～9月) 5 件 20 件 46件 67件 

計 18 件 65 件 121件 170件 
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国際標準への寄与 

 ポスト 5G通信システムの開発では、研究開発項目毎に予め開発対象とする標準化規格を定め

て研究開発を推進しているが（例：3GPP仕様リリース 15～17の準拠）、あわせて RANのオープ

ン化を推進する ORAN Allianceや光通信のオープン化を推進する Open ROADM 等の標準化団体で

仕様策定が行われているため、委託実施者はこれら標準団体への寄書や CR（Change Request)活

動を推進している。また、先導研究のような将来技術については、技術開発の成果を関連する標

準化団体に積極的に提案するよう働きかけをしている。これらの活動状況を技術推進委員会やス

テージゲート審査会でフォローアップを行い、指導、助言を行っている。 

 

プロトタイプの作成 

本事業では、利用ユーザーへの試作品提供（利用サービスの提供を含む。）や研究開発期間中

に製品化の見込みが得られたものについては、 研究開発期間中であっても研究開発内容の一部

を切り出し、早期の製品化に取り組むことを推奨している。過半以上のテーマについてはプロト

タイプを作成しており、試作品をユーザー企業に提供して評価を受けている事例や研究開発成果

の一部を切り出してローカル 5Gシステムや固定無線伝送装置の商品化している事例もある。 

 

 

５．事業アウトカム 

（１）事業アウトカムの内容 

ポスト 5G情報通信システムの開発においては、テーマ担当事業者の製品や提携事業者製品への

組み込み、国内外の 5Gネットワークにおける基地局装置・伝送路・コアネットワーク等への採

用、国際的な ORANの普及促進への活用等を通じて、国内 5Gネットワークの高度化や国際市場にお

ける 5Gのサービス開始・市場拡大の機会を捉えた我が国ベンダの市場拡大を図っていく。 

また、これらの技術が広く活用されることで、高速化に加え低遅延化、大量接続も可能とするポ

スト 5G技術を活用した産業用途サービス発展に寄与するとともに、我が国ベンダの国際市場での

シェア向上・地位確立により国際的に機運の高まっているテレコムベンダ多様化によるサプライチ

ェーン強靭化や経済安全保障への貢献が期待される。 

 

（２）事業アウトカム目標 

 

 

アウトカム目標 目標の設定理由 

各 採 択

テ ー マ

終 了 後

概 ね ３

年時点 

本事業で開発した技術の実用化率

（※）： ５０％以上 

※開発した技術が実用化に至ったテー

マ数／採択テーマ数。ただし、先導研

究は除く。 

ＮＥＤＯにおいては、通常の研究開発事業の実用

化達成率の目標を、事業終了後５年経過後の時点

で２５％以上と設定しているが、本事業が設置さ

れた背景を踏まえ、本事業では、実用化達成率５

０％以上という高いアウトカム目標を設定して

いる。 
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６．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 

  

 

７．費用対効果 

（１）事業期間全体の国費総額（採択決定額） 

  

 ポスト 5G情報通信システムの開発（委託） 

91,858（百万円） 

 

 先導研究（委託） 

5,780（百万円） 

 

（２）費用対効果 

「電子情報産業の世界生産見通し」（2019年 12月、電子情報技術産業協会）によると、5G

基地局の市場規模は、2020年の 1.2兆円から 2030年には 2.8兆円へと 10年間で 2倍以上に増

加する見込みであり、また、5G関連市場の規模（ここでは、5G基地局、5Gに対応した IoT機器

やソリューションサービスが対象。5G導入に対応して整備される有線インフラ等は含まれてい

ない）は、2018年の 0.5兆円から 2030年には 168.3兆円へと 12年間で 300倍以上に増加する

見込みである。本見通しにおいては、ポスト 5Gで想定されるような産業用途（自動車、ロボッ

ト、建設 等）の市場も、大きく拡大することとされている。このため、本事業により得られ

るポスト 5G情報通信システムに関する技術開発の成果が広く普及すれば、高い費用対効果が期

待される。 

特に、5G基地局のマーケットにおいては、O-RANインタフェースに準拠した基地局の割合が

世界的にも増えてきており、2025年には基地局市場の 3割を占めると言われている。この O-

RAN準拠の基地局マーケットにおいて、無線部にあたる RUを皮切りに本事業の主要な委託先で

ある NECや富士通が海外で商用受注を獲得しており、O-RANマーケットにおいてシェアを伸ばし
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ている。また、委託先である楽天モバイルにおいても世界初の完全仮想化クラウドネイティブ

かつ O-RAN準拠の 5G ネットワークを構築し、世界での商用受注やトライアル受注を増やしてい

る。 

なお、本事業では、費用対効果の達成に向けて、研究開発期間中に製品化の見込みが得られ

たものについては、研究開発実施期間中であっても研究開発の内容から一部を切り出し、早期

の製品化に取り組むことを推奨している。現時点で具体的に以下のような実例がでてきてい

る。 

⚫ 「ポスト 5G情報通信システムの開発（委託）／（c1）仮想化基地局制御部の高性能化技

術の開発」で富士通が開発をしている 5G ソフトウェア基地局（CU/DU）については、

3GPPリリース 15に準拠した 5G Stand Alone（SA）機能（高速大容量）の研究開発を完

了し、その成果をローカル 5Gシステム製品に適用した（2021年度）。 

⚫ 「先導研究（委託）／(a3)オープンソースソフトウェア技術（柔軟性・低コスト）」で

APRESIA Systems や富士通等が進める OSS ベースかつ SA対応した 5Gコアについては、そ

の成果をそれぞれ各社のローカル 5G製品に適用した（2021年度）。 

⚫ 「ポスト 5G情報通信システムの開発（委託）／（b4）固定無線伝送システム大容量化技

術の開発」で日本電気が開発を進める固定無線伝送システムについて、一部の技術を切

り出し、海外向けシステム製品に適用した（2022年度）。 

⚫ 「ポスト 5G情報通信システムの開発（委託）／（a2）クラウド型ネットワーク統合管

理・自動最適化技術の開発」においては、楽天モバイルは人工知能（AI）を用いた 5Gス

ライスオーケストレーションの高度化に成功し、2023年をめどに本技術を導入した商用

5G SAネットワークサービスの提供を目指し、グローバルに展開するプラットフォーム

「Symworld™」の提供開始する旨をアナウンスしている（2023年度（予定））。 

⚫ 「ポスト 5G情報通信システムの開発（委託）／（b1）光伝送システムの高速化技術の開

発」においては、富士通は 1.2Tbpsの大容量伝送に成功し、本技術を適用した光伝送装

置を 2023年度上期中に製品化してグローバルに提供開始する旨をアナウンスしている

（2023年度（予定））。 
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Ｂ 先端半導体製造技術の開発 

上位施策名 ○半導体・デジタル産業戦略（令和 3年 6月経済産業省策定） 

担 当 課 室 商務情報政策局 情報産業課 

目 的 

情報通信システムにおいては、装置内で信号の処理を行う半導体が極めて重要

な役割を担う。現在、日本国内には、ポスト５Ｇを含む情報通信システムにおい

て必要となる先端的なロジック半導体等（以下、「先端半導体」）の製造能力が無

く、供給安定性等の観点で脆弱な状況にある一方で、ポスト５Ｇ以降の情報通信

システムにおいては、先端半導体の重要性が更に増していくと考えられる。 

このため、将来的に、情報通信システムで用いられる先端半導体を国内で製造

できる技術を確保するため、先端半導体の製造技術の開発に取り組む。具体的に

は、パイロットライン（一部の製造工程から成るリサーチライン、ウェハーを国

内で相互に移送することにより一繋ぎのラインとして機能するものを含む。）の

構築等を通じて、国内に無い先端半導体及びその周辺デバイスの製造技術（ロジ

ック半導体と組み合わせて動作するメモリや光デバイス等に関する技術、ロジッ

ク半導体を含む複数の半導体の実装技術等を含む。）を開発する。 

類 型 複数課題プログラム / 研究開発課題（プロジェクト） / 研究資金制度 

実 施 時 期 2021年度～終了時期未定 会計区分 一般会計 / エネルギー対策会計 

評 価 時 期 事前評価：2019年度、2021年度 中間評価：2022年度、終了時評価：未定 

実 施 形 態 
国（補助（基金造成）） → 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）（助

成）→ 事業者 

執 行 額 

(百万円) 

2021年度 
2022年度 

（見込み） 
総執行額 

総予算額 

（採択決定額） 

5,537 32,318 37,855 76,880 
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１．国内外の類似・競合する研究開発等の状況 

 

以下のとおり、世界各地で経済安全保障の観点から重要な生産基盤を囲い込むため異次元の半導

体支援策が実施されている。 

 

国・地

域 
産業支援策等 

米国 

• 上院・下院間の長期間の調整を経て、「The CHIPS and Science Act of 

2022」が成立。(2022.8) 

• CHIPS法では、半導体関連（半導体及び関連材料・装置）のための設備投資

等への補助基金（５年で 390 億ドル(約 5.6兆円)）や R＆D基金（５年で 110

億ドル(約 1.6兆円)）、半導体製造・装置の設備投資に対する 25%の減税等が

措置される。具体的な執行戦略も公表。（2022.9） 

中国 

• 「国家集積回路産業投資基金」を設置(’14, ’19年)、半導体関連技術へ、

計５兆円を超える大規模投資。 

• これに加えて、地方政府で計 5兆円を超える半導体産業向けの基金が存在

（合計 10 兆円超） 

欧州 

• 2030年に向けたデジタル戦略を発表。デジタル移行(ロジック半導体、HPC・

量子コンピュータ、量子通信インフラ等)に 1447億€(約 18.8兆円)投資等 

• EU は、半導体の域内生産拡大や研究開発強化を図る「欧州半導体法案」を発

表。2030年までに官民で計 5 兆 6000 億円の投資計画。(2022.2) 

台湾 

• 台湾への投資回帰を促す補助金等の優遇策を始動。ハイテク分野を中心に累

計で 2.7 兆円の投資申請を受理。（2019.1） 

• オングストローム世代半導体計画に 5年間で 63億台湾元（約 236億円）の

補助金を支給。(2021.2) 

韓国 

• 「半導体超強大国達成戦略」を発表。半導体産業団地の拡大に向け、2026年

までに、340兆ウォン（35兆 3600億円）の投資等を計画。（2022.7）  

• 半導体開発分野に、2兆 2000 億ウォン（2200億円）を投じ、システム半導

体の市場シェアの引き上げを図る予定。（2022.7）  

 

一方、国内における半導体製造技術の開発については、NEDO の「省エネエレクトロニクスの製造

基盤強化に向けた技術開発事業」や文部科学省の「次世代 X-nics半導体創生拠点形成事業」が挙げ

られるが、前者はパワー半導体及び半導体製造装置に関する技術開発、後者は人材育成の中核的な

アカデミア拠点形成を目指すものである。 

これに対して、本事業は、パワー半導体は対象としておらず、先端半導体の製造プロセス技術や

材料技術の開発やパイロットラインの構築に取り組んでいる。 
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２．研究開発の内容 

（１）研究開発の全体構成 

先端半導体製造技術の開発 

番号 研究開発項目 実施者 

B-a1 
（a） 先端半導体の前工程技術（More Moore 

技術）の開発 

東京エレクトロン株式会社 

株式会社 SCREEN セミコンダクターソリ

ューションズ 

キヤノン株式会社 

B-b1 

（b） 先端半導体

の 後 工 程 技 術

（ More than 

Moore 技術）の開

発 

（b1）高性能コンピュー

ティング向け実装技術 

TSMC ジャパン 3DIC 研究開発センター株

式会社 

B-b2-1 
（b2）エッジコンピュー

ティング向け実装技術 

先端システム技術研究組合 

B-b2-2 
ソニーセミコンダクタソリューション

ズ株式会社 

B-b3-1 
（b3）実装共通基盤技術 

昭和電工マテリアルズ株式会社 

B-b3-2 住友ベークライト株式会社 

B-b3-3 
（b） 先端半導体

の 後 工 程 技 術

（ More than 

Moore 技術）の開

発 

（b3）実装共通基盤技術 

新光電気工業株式会社 

B-b3-4 東レエンジニアリング株式会社 

B-b3-5 
ヤマハロボティクスホールディングス株

式会社 

B-b3-6 東レエンジニアリング株式会社 

B-c2 
(c)露光周辺技術

開発 

(c2）EUV 露光装置向け次

世代フォトレジスト技術

開発 

JSR 株式会社 

B-d1 

(d)国際連携によ

る次世代半導体

製造技術開発 

(d1)高集積最先端ロジッ

ク半導体の製造技術開発 
Rapidus 株式会社 

B-d2 

(d2)光電融合による分散

型メモリセントリックコ

ンピューティング技術開

発 

（公募中） 

※B-b3-3～B-d2は本中間評価の評価対象外。 
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先導研究（助成） 

番号 研究開発項目 実施者 

BS-a1 （a）先端半導体の前工程技術（More Moore 

技術）の開発 
東京エレクトロン株式会社 

BS-b1 

（b）先端半導体の後工程技術（More than 

Moore 技術）の開発 

株式会社創晶超光 

BS-b2 東レ株式会社 

BS-b3 株式会社ダイセル 

BS-b4 ギガフォトン株式会社 

 

 

（２）各研究開発項目の実施内容 

（a）先端半導体の前工程技術（More Moore技術）の開発 

先端半導体は更なる微細化が進展し、IEEEの IRDSTM2020によると、プロセスノードは 2022年に

3nm ノード、2025年に 2.1nm、さらにその先では 2028 年、2031年、2034年にそれぞれ.5nm、

1.0nm、0.7nmへと進むことが予想されている。そして、微細化の進展に伴い、トランジスタ構造は

FinFETからナノシートを活用した三次元構造や GAA（Gate All Around）構造へと変化、チャネル

材料はシリコンゲルマニウム（SiGe）やゲルマニウム（Ge）、2次元材料が多用されるようになり、

配線材料も銅（Cu）からルテニウム（Ru）へ変化する等、新構造と新材料を用いたトランジスタへ

と変化していく。このため、半導体製造・プロセス技術全般について新規技術開発や抜本的な性能

向上が必要となる。 

そこで、2nm以降のプロセスノードの先端半導体において求められる高性能な露光・微細加工技

術、成膜技術、アニール技術、エッチング技術、洗浄技術等のうち、特に新規開発や大幅な性能向

上が必要となる製造・プロセス技術等を開発するとともに、パイロットラインの構築等を通じて、

微細加工を施した実ウェハーによる製造装置の評価・検証を実施し、国内に無い先端性を持つロジ

ック半導体の製造技術を確立する。 

（b）先端半導体の後工程技術（More than Moore技術）の開発 

ポスト５Ｇ情報通信システムにおけるクラウド・ＭＥＣサーバー等の高性能コンピューティン

グ、及びエッジコンピューティングでは、多様なアプリケーションに対応するために、ロジック半

導体の微細化の進展による高性能化はもとより、ロジック半導体と周辺デバイス（メモリ、センサ

ー、AIチップ、RF等）とを単一パッケージに統合する、2次元高密度実装や 2.5次元・3次元実装

技術の進展が不可欠である。特に、高性能コンピューティング向け実装技術ではパッケージ基板の

大面積化や 3次元・高密度実装向けの新規の材料、製造・プロセス技術、アセンブリー・パッケー

ジング技術等が求められ、エッジコンピューティング向け実装技術では、小型・低実装面積での高

性能化、高機能化、低消費電力化を実現可能な製造・プロセス技術が求められるとともに、合わせ

てこれらの実装技術を支える共通基盤技術が求められる。 

そこで、先端半導体において求められる、（b1）高性能コンピューティング向け実装技術、（b2）

エッジコンピューティング向け実装技術、及び（b3）実装共通基盤技術の開発を実施し、これによ

り国内に無い先端性を持つ半導体の後工程技術（More than Moore 技術）を確立する。 
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【先導研究】 

先端半導体製造技術について、ポスト５Ｇでは実用化に至らない可能性があるものの、ポスト５

Ｇの後半から５Ｇの次の通信世代（以下、「ポスト５Ｇ後半以降」）にかけて有望と考えられる技術

課題について、特に新規開発や大幅な性能向上が必要となる技術に関する先導的な研究開発やの探

索型開発に取り組む。ポスト５Ｇ後半以降にかけて先端半導体製造技術に適用され、一定の市場シ

ェアを獲得するポテンシャルを有し、我が国の国民生活や経済、産業等への波及効果が期待される

技術を開発対象とする。 

（a）先端半導体製造技術（前工程技術） 

露光・微細加工技術、成膜技術、配線技術、アニール技術、エッチング技術、洗浄技術、革新的

な高生産性プロセス技術、先端半導体と一体として機能するメモリの製造技術等のうち、先端的な

次々世代（1.5nmノード以降）の先端半導体において求められる要素技術。 

 

（b）先端半導体製造技術（後工程技術） 

高性能コンピューティング向け実装技術、エッジコンピューティング向け実装技術、実装共通基盤

技術等のうち、先端的な次々世代（1.5nmノード以降）の先端半導体の実装において求められる要素

技術。  
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３．研究開発の実施・マネジメント体制等 

（１）研究開発計画 

先端半導体製造技術の開発 

番号 事業者 
2020

年度 

2021

年度 

2022

年度 

2023

年度 

2024

年度 

2025

年度 

2026

年度 

2027

年度 

B-a1 東京エレクトロン株式会社 

株式会社 SCREEN セミコンダクター

ソリューションズ 

キヤノン株式会社 

        

B-b1 TSMCジャパン 3DIC研究開

発センター株式会社 

        

B-b2-1 先端システム技術研究組合         

B-b2-2 ソニーセミコンダクタソリ

ューションズ株式会社 

        

B-b3-1 昭和電工マテリアルズ株式

会社 

        

B-b3-2 住友ベークライト株式会社         

B-b3-3 新光電気工業株式会社         

B-b3-4 東レエンジニアリング株式

会社 

        

B-b3-5 ヤマハロボティクスホール

ディングス株式会社 

        

B-b3-6 東レエンジニアリング株式

会社 

        

B-c2 JSR 株式会社         

B-d1 Rapidus 株式会社         

 

※B-b3-3～B-d1は本中間評価の評価対象外。 

 

  

 ステージゲート審査委員会予定時期 
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先導研究（助成） 

番号 事業者 
2020

年度 

2021

年度 

2022

年度 

2023

年度 

2024

年度 

2025

年度 

2026

年度 

2027

年度 

BS-a1 東京エレクトロン株式会社         

BS-b1 株式会社創晶超光         

BS-b2 東レ株式会社         

BS-b3 株式会社ダイセル         

BS-b4 ギガフォトン株式会社         

 

 

 

  

 ステージゲート審査委員会予定時期 
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（２）資金配分 

 

テーマ 2021年度 2022年度 

（見込み） 

総執行額 総予算額 

（採択決定額） 

先端半導体製造

技術の開発 

5,264 31,884 37,148 75,755 

先導研究 

（先端半導体） 

273 434 707 1,126 

合計 5,537 32,318 37,855 76,880 

※単位：百万円。 

 

（３）研究開発の実施・マネジメント体制 

【月次報告】 

全テーマを対象として研究開発の進捗状況を月次レベルで確認し、課題や方針判断等が必要な事

項の確認等のマネジメントを実施している。 

 

【技術推進委員会】 

第三者の目線かつ専門家の立場からご助言等を頂く技術推進委員会を実施し、ステージゲート審

査委員会やテーマ終了時評価委員会の審査基準を見据えながら、研究開発の進捗や実用化・事業化

に向けた取組状況等の確認をして研究開発パート、事業化パートでそれぞれ 5点満点の評価点を付

けている。また、委員によりご指摘頂いた点を事業者にもフィードバックしながら今後のマネジメ

ントに反映している。 

 

＜第 1回＞ 

開催日：2022年 3月 15日 

対象事業：先導研究（先端半導体）5テーマ（BS-a1,b1,b2,b3,b4） 

 

＜第 2回＞ 

開催日：2022年 10月 3日、10月 6日、10月 18日 

対象事業：先端半導体製造技術の開発 6テーマ（B1-a1,b1,b2-1,b2-2,b3-1,b3-2） 

先導研究（先端半導体）5テーマ（BS-a1,b1,b2,b3,b4） 

 

【ステージゲート審査】 

各研究開発テーマの事業期間の中間時点で実施する。 

先導研究（先端半導体）については、2023年 1月～2月頃の実施を予定。 

先端半導体製造技術の開発については、2023年度の実施を予定。 
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（４）知財や研究開発データの取扱い 

「先端半導体製造技術の開発」は助成事業であり、知財は事業者に帰属する。知財の取得状況は

４．（３）にて記載のとおりであり、各実施者の知財方針をベースに、成果の最大化に向けた知財

戦略を取っている。 

また、実施者の提案時に適切な情報管理体制及び規程等の整備状況について提出を求め、採択審

査の項目の一つとしているほか、外為法等の法令遵守の取組をサポートする等、本事業の成果とな

る研究開発データの流出のリスクを可能な限り低減できるようマネジメントを行っている。 
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４．事業アウトプット 

（１）研究開発目標 

先端半導体製造技術の開発 

番号 研究開発項目 実施者 開発対象 開発目標 

B-a1 （a） 先端半導

体の前工程技術

（ More Moore 

技術）の開発 

東京エレ

クトロン

株式会社 

株式会社

SCREENセ

ミコンダ

クターソ

リューシ

ョンズ 

キヤノン

株式会社 

・露光・微細加工技術（微

細な三次元構造の加工・形

成技術等） 

・成膜技術（新材料チャネ

ル、新材料配線、極薄膜／

多層積層技術等） 

・配線技術（微細孔への埋

め込み、裏面配線等） 

 アニール技術（極薄膜対応

技術、低熱履歴化技術等） 

・エッチング技術（新材

料、新構造のエッチング技

術等） 

・洗浄技術（微粒子／メタ

ル濃度の極低濃度化等） 

・革新的な高生産性プロセ

ス技術 

・先端半導体と一体として

機能するメモリ（キャッシ

ュ用途等）の製造技術 

・その他の重要な製造・プ

ロセス技術 

次世代（2.1nm や 1.5nm 

ノード）の先端半導体製

造・プロセスにおいて求

められる基本性能を具備

する製造・プロセス技術

を開発し、評価・検証す

ること。（製造装置として

の検証であり、先端半導

体の実工場ラインでの検

証までは必須としない。） 

なお、さらに先端的な

次々世代（1.0nm ノード

以降）の先端半導体にお

いて求められる技術開発

を含める場合は、要素技

術開発あるいは初期的な

試作機の開発まで終える

こと。 

B-b1 （ b ） 

先端半

導体の

後工程

技 術

（ More 

than 

Moore 

技術）

の開発 

（b1）

高性能

コンピ

ューテ

ィング

向け実

装技術 

TSMCジャ

パン 3DIC

研究開発

センター

株式会社 

先端半導体の実装に必要と

なるパッケージ基板の大面

積化、3次元・高密度実装

向け材料技術、製造装置等

の開発とこれらに対応する

アセンブリー・パッケージ

ング技術、その他の関連す

る重要技術。 

高性能コンピューティン

グ向けの先端半導体（5nm

ノード以降）の実装・パ

ッケージング工程におい

て求められる基本性能を

具備する材料、製造プロ

セス技術、実装技術等を

開発し、パイロットライ

ンの構築等を通じて、評

価・検証すること。 
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番号 研究開発項目 実施者 開発対象 開発目標 

B-b2-

1 

（b2）

エッジ

コンピ

ューテ

ィング

向け実

装技術 

先端シス

テム技術

研究組合 

大きさや技術ノードが異な

る複数の半導体（ロジッ

ク、AIチップ、メモリ、セ

ンサー、RF 等）を３次元積

層する革新的な貼り合わせ

技術、微細化が進んだ半導

体間を接続する狭ピッチ接

続技術、広帯域・低損失イ

ンターコネクト技術、積層

対象の半導体の高性能化、

その他の関連する重要技

術。 

エッジコンピューティン

グ向けの先端半導体の３

次元実装技術において求

められる基本性能（小

型・低背化、低消費電

力、高集積、多機能等）

を具備する３次元実装技

術を開発し、パイロット

ラインの構築等を通じ

て、評価・検証するこ

と。 

B-b2-

2 

ソニーセ

ミコンダ

クタソリ

ューショ

ンズ株式

会社 

B-b3-

1 

（b3）

実装共

通基盤

技術 

昭和電工

マテリア

ルズ株式

会社 

高性能コンピューティング

やエッジコンピューティン

グ向けの先端半導体実装技

術の実装技術を支える共通

的な基盤技術のうち、特に

新規開発や大幅な性能向上

が必要となる以下の技術。 

- 実装部材（例：パッケー

ジ基板、封止材、放熱材、

研磨剤等） 

- 実装部材を構成する材料

（例：コア材、絶縁材料・

フィルム、接合材料等） 

- 実装部材の製造・アセン

ブリー技術（例：パッケー

ジ基板製造技術等） 

先端半導体実装技術（5nm

ノード以降）において求

められる基本性能を具備

する基盤技術を開発し、

３次元実装に係る実工場

ラインへの適用を見据え

て、実用性の評価・検証

をすること。 

B-b3-

2 

住友ベー

クライト

株式会社 

 

  



79 
 

先導研究（助成） 

番号 研究開発項目 実施者 開発技術 

BS-a1 （a）先端半導体

の前工程技術

（More Moore 技

術）の開発 

東京エレクトロン

株式会社 

露光・微細加工技術、成膜技術、配線

技術、アニール技術、エッチング技

術、洗浄技術、革新的な高生産性プロ

セス技術、先端半導体と一体として機

能するメモリの製造技術等のうち、先

端的な次々世代（1.5nmノード以降）

の先端半導体において求められる要素

技術 

BS-b1 （b）先端半導体

の後工程技術

（More than 

Moore 技術）の開

発 

株式会社創晶超光 高性能コンピューティング向け実装技

術、エッジコンピューティング向け実

装技術、実装共通基盤技術等のうち、

先端的な次々世代（1.5nm ノード以

降）の先端半導体の実装において求め

られる要素技術 

BS-b2 東レ株式会社 

BS-b3 株式会社ダイセル 

BS-b4 ギガフォトン株式

会社 
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（２）研究開発の成果 

番号 研究開発項目 実施者 主な成果 

B-a1 （a） 先端半導体の前

工程技術（More Moore 

技術）の開発 

東京エレクトロ

ン株式会社 

株式会社 SCREEN

セミコンダクタ

ーソリューショ

ンズ 

キヤノン株式会

社 

①先端半導体製造技術の開発 

1) 次世代型製造装置の研究開発(東京エレ

クトロン) 

・2021年度に試作装置の設置を完了し、

中間目標のウェハー搬送能力等は 2022年

6月に取得。 

2) 先端洗浄技術の開発(SCREEN ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ

ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ)  

・ウルトラクリーンに向けて、処理液の清

浄度とウェハーの清浄度の相関づけ、また

洗浄装置チャンバ内の気流の可視化(数値

化)により、清浄度に影響するパラメータ

抽出が可能になった。 

3)先端アニール技術の開発(SCREEN ｾﾐｺﾝﾀﾞ

ｸﾀｰｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ) 

・アニール装置で使用する高色温度ハロゲ

ンランプの設計、及び試作機の設計を完

了。今後、試作機を製作して検証を行う。 

4) 先端露光技術の開発(キヤノン) 

・ナノインプリント半導体製造装置の性能

向上のために各種要素技術の試作評価を行

った。 

・産総研スーパークリーンルーム（SCR）

で既存の CMOSパターンを用いた加工検証

を行った。 

②先端 3次元構造ロジック半導体の製造・

プロセス技術の開発とパイロットラインの

整備 

1)プロセス装置の導入と立ち上げ完了（国

立研究開発法人産業技術総合研究所） 

・本体装置 16台の調達完了。 

B-b1 （b） 先端

半 導 体 の

後 工 程 技

術 （ More 

（b1）高

性能コン

ピューテ

ィング向

TSMCジャパン

3DIC研究開発セ

ンター株式会社 

・後工程プロセスラインを設置するつくば

クリーンルーム改修工事を 2022年 6月に

完了。装置搬入をほぼ完了させ、2023年 1

月より本格稼働を予定。 
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番号 研究開発項目 実施者 主な成果 

than Moore 

技術）の開

発 

け実装技

術 

・新型材料の開発は、現在量産に使用され

ている材料の課題と、ターゲット仕様を明

確にし、パートナーサプライヤーとの材料

開発を推進中。 

B-b2-

1 

（b2）エ

ッジコン

ピューテ

ィング向

け実装技

術 

先端システム技

術研究組合 

・低温での Wafer on Wafer（WoW）接合及

び Chip on Wafer（CoW）接合技術の開発

を実施。 

・WoW接合技術開発では、接合プロセス検

証を可能にする複合装置(試作機)の設計を

完了。また有機分子接合技術開発では、各

種の分析技術を確立することで、成膜条件

などを検討する土台作りができた。 

・CoW接合技術開発では、独自の異方性導

電膜による低温接合での接続検証、また高

品質なプラズマダイシング装置開発に向け

てハードウェア組立を完了。 

B-b2-

2 

ソニーセミコン

ダクタソリュー

ションズ株式会

社 

・狭ピッチ WoW接続及び CoW接続技術の開

発を実施。 

・1μmピッチ WoWモジュールの電気特性

と信頼性データの取得の為の積層モジュー

ルのマスクを作成。 

・マスクを用いて Daisyチェーン抵抗検証

用の Test Element Group（TEG）作成を開

始。 

・6μmピッチμThrough Silicon Via

（TSV）の Time Dependent Dielectric 

Breakdown（TDDB）評価にて 10年以上の寿

命を確保。 

・6μmピッチ Cu-Cu 接続 CoWモジュール

検証のための新たなマスクを作成しフロー

構築を開始。 

B-b3-

1 

（b3）実

装共通基

盤技術 

昭和電工マテリ

アルズ株式会社 

・半導体実装向けの材料メーカーや装置メ

ーカー、計 14社が集まったコンソーシア

ム「JOINT2」を立ち上げ、半導体実装技術

の評価プラットフォームを構築。 

・微細バンプ接合技術では、基板平坦性を

確保し、バンプピッチ微細化時の課題を見

極めた開発を実施。 
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番号 研究開発項目 実施者 主な成果 

・微細配線技術では、再配線有機インター

ポーザとチップ埋込インターポーザを試作

して開発。 

・高信頼性大型基板技術では、検証用パッ

ケージを試作して課題抽出を完了。 

B-b3-

2 

住友ベークライ

ト株式会社 

・Wafer Level Package(WLP)向け封止材の

開発では、低応力剤・フィラーの検討を実

施。 

・アンテナ向け封止材の研究開発では、高

誘電フィラーに関する検討が計画通り進捗

し、誘電正接とのバランスがとれた材料を

開発。 

・再配線用感光材の開発は、高解像度の

Line and Space(L/S)を達成。樹脂構造設

計変更により誘電正接も改善見込。 

 

先導研究（助成） 

番号 研究開発項目 実施者 主な成果 

BS-a1 （a） 先端半導体の前

工程技術（More Moore 

技術）の開発 

東京エレクトロ

ン株式会社 

・MRAM向けの反応性イオンエッチング

(RIE)の技術開発を実施。 

・1.5nmノードの磁気トンネル接合(MTJ)

ピッチアレー形成のための RIE 基盤技術に

おいて、ピッチ≦50nm、テーパー角≧

80°、幅≦40nmの Line形状を RIEで形成

し RIE技術を確立、および試作した TEGに

おいて、40nm以下で磁気抵抗効果（MR）

比劣化度 20％以下を確認した（中間目標

の前倒し達成） 

BS-b1 （b） 先端半導体の後

工程技術（More than 

Moore 技術）の開発 

株式会社創晶超

光 

・CsLiB6O10（CLBO）波長変換素子の特性向

上及び CLBOを用いたレーザー加工技術の

開発を実施。 

・CLBO結晶材料に含まれる水不純物の制

御、結晶成長過程の最適化で良質な結晶の

生成ができるようになった。 

・品質低下の原因である結晶内欠陥、散乱

の形成メカニズムを研究して対策を考案し
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番号 研究開発項目 実施者 主な成果 

つつ、結晶の品質を短時間で評価する評価

方法を構築した。 

・本結晶を用いる高レーザー損傷耐性光学

系の設計が完了。レーザー加工装置の構築

を行い無アルカリガラスの穴あけ加工特性

取得中。 

BS-b2 東レ株式会社 ・シリコンフォトニクス向けの薄膜半導体

レーザーチップに対して、レーザーリフト

オフ（LLO）によるマストランスファー技

術の開発を実施。 

・LLOによりチップ割れなく転写を行う原

理確認を、小片（1cm 角基板）を用いて完

了。 

・LLOの際に使用される、粘着層を有する

LLO材及び、キャッチ材を開発し、LLO転

写精度の評価方法を確立した。その結果、

±3μｍ以内の位置精度を確認した。 

BS-b3 株式会社ダイセ

ル 

・Cu焼結接合技術、高信頼性基板技術等

の開発を実施。 

・Cu焼結材でチップと基板の 250℃接合に

成功。 

・φ20μmの層間絶縁接着剤ホールパター

ン形成に成功。 

・先端半導体の高性能化・小型化へ向け

て、銀膜を介した銅マイクロバンプ接合技

術により、工程負荷の少ない低温・低圧の

半導体３次元プロセスを実現。 

・新めっき技術によるナノスケール欠陥抑

制効果を初めて確認。 

BS-b4 ギガフォトン株

式会社 

・既存 KrFエキシマレーザー光源に試作し

た光学系と深紫外域回折光学素子(DOE)を

組み合わせた穴加工技術の開発を実施。 

・、難加工材料であるガラス基板に対する

Φ15μmでの多穴一括加工を達成。 

・高ビーム品位 KrFエキシマレーザー光源

開発において、レーザー光利用効率を改善

する新規技術の有効性を確認。 
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番号 研究開発項目 実施者 主な成果 

・レーザーアブレーション加工に関する研

究成果を国際学会 SLPC2022 ならびに

Radtech Asia 2022にて発表。 
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（３）活動指標 

年度 論文数 国内特許出願 国外特許出願 PCT出願 

2021年度 0 件 23 件 0件 1件 

 

国際標準への寄与 

なし 

 

プロトタイプの作成 

なし 

 

５．事業アウトカム 

（１）事業アウトカムの内容 

「（a）先端半導体の前工程技術（More Moore技術）の開発」で実施している先端半導体の共用パ

イロットラインの構築については、我が国の強みである半導体装置・材料メーカーが本パイロット

ラインを活用することで、各メーカーにおける研究開発の促進に寄与することを目指す。また、「（a）

先端半導体の前工程技術（More Moore 技術）の開発」以外の半導体製造プロセス技術の開発につい

ては、開発された技術が実ビジネスにおける半導体製造プロセスやパッケージングプロセス等に適

用されることを目指す。 

開発された技術が広く活用されることで、増大する計算需要や低消費電力化等のニーズに対応し、

今後さらに拡大が見込まれる先端半導体市場や、先端半導体向けの装置や材料分野における競争力

強化が期待される。 

 

（２）事業アウトカム目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アウトカム目標 目標の設定理由 

各 採 択

テ ー マ

終 了 後

概 ね ３

年時点 

本事業で開発した技術の実用化率

（※）： ５０％以上 

※開発した技術が実用化に至ったテー

マ数／採択テーマ数。ただし、先導研

究は除く。 

ＮＥＤＯにおいては、通常の研究開発事業の実用

化達成率の目標を、事業終了後５年経過後の時点

で２５％以上と設定しているが、本事業が設置さ

れた背景を踏まえ、本事業では、実用化達成率５

０％以上という高いアウトカム目標を設定して

いる。 
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６．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 

 
 

 

７．費用対効果 

 

（１）事業期間全体の国費総額（採択決定額） 

 

先端半導体製造技術の開発（助成） 

75,755（百万円） 

 

先導研究（助成） 

1,126（百万円） 

 

（２）費用対効果 

経済産業省としては、本事業による先端半導体製造技術の開発の他、現在実施している研究開発

事業、５Ｇ促進法に基づく先端ロジック及びメモリ半導体への生産施設整備等への支援等を通じて、

2030年に、国内で半導体を生産する企業の合計売上高（半導体関連）として、15兆円超の実現を目

指している。また、半導体はデジタル社会を支える重要基盤技術として安全保障にも直結する死活

的に重要な戦略技術であり、この観点からも我が国として半導体技術を保有することは重要な意義

がある。 

このため、本事業により得られる先端半導体製造技術開発の成果が広く普及すれば、高い費用対

効果が期待される。 

 

事業名／開
発項目

想定実施者

研究開発
の方針決

定等
経済産業省

研究開発計
画の策定

研究開発
の進捗管

理等
NEDO 基金造成

研究開発
の実施、事

業化

②先端半導
体製造技術
の開発

半導体関連
企業、研究
機関、大学
等

関連の取
組

研究開発テーマ終了後

アウトプット目標の達成
状況を評価（終了時評
価）

＜アウトプット目標＞
ポスト５Ｇ情報通信シス
テムを構成する各要素
及び、ポスト 5G 情報通
信システムに必要となる
先端半導体の製造技術
や材料技術等について、
有識者の意見に基づき
開発テーマごとに設定し
た目標を達成すること。

アウトカム目標の達成状
況を評価

＜アウトカム目標＞
本事業で開発した技術
の実用化率（※）：
５０％以上

※開発した技術が実用
化に至ったテーマ数／先
導研究以外の採択テー
マ数

研究開発の実施

ポスト５Ｇ情
報通信シス
テム基盤強
化研究開発
事業

研究開発の実施

研究開発の進捗管理

（技術推進委員会等の開催を含む）

開発の進捗や市場動向等を踏まえた計画の

見直し／NEDO等に対する開発方針の指示

先端半導体に関連する国内外の

市場動向、技術動向等の情報収集・人材育成

反映

開発内容の変更

開発内容の変更

追加的な研究開

発等、事業化に

向けた取組
事業化


